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平
成
二
十
五
年
四
月
九
日

第
三
千
四
百
八
十
六
号

増

刊

①

　
　
　
　

規
　
　
　
則
（
第
十
七
号
）

○
福
岡
県
職
員
の
金
融
機
関
へ
の
口
座
振
替
額
の
通
知
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を　

　

改
正
す
る
規
則�

（
総
務
事
務
セ
ン
タ
ー
）
…
…
…
…
…
一

　
　
　
　

再
　
　
　
掲

○
福
岡
県
行
政
組
織
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則�

（
人　

事　

課
）
…
…
…
…
…
一

○
単
純
な
労
務
に
雇
用
さ
れ
る
職
員
の
給
与
の
種
類
及
び
基
準
に
関
す
る
条
例
の

　

施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則�
　

（
人　

事　

課
）
…
…
…
…
…
八

○
福
岡
県
職
員
の
職
の
設
置
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

�
（
人　

事　

課
）
…
…
…
…
十
二

○
福
岡
県
障
害
者
自
立
支
援
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

�

（
障
害
者
福
祉
課
）
…
…
…
…
十
二

○
福
岡
県
障
害
者
介
護
給
付
費
等
不
服
審
査
会
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

　

る
規
則�

（
障
害
者
福
祉
課
）
…
…
…
七
十
三

○
福
岡
県
職
員
の
駐
在
に
関
す
る
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令�

（
人　

事　

課
）
…
…
…
七
十
三

　

福
岡
県
職
員
の
金
融
機
関
へ
の
口
座
振
替
額
の
通
知
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
制

定
し
、
こ
こ
に
公
布
す
る
。

　
　

平
成
二
十
五
年
四
月
九
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　

福
岡
県
知
事　
　

小　

川　
　

洋　
　

福
岡
県
規
則
第
十
七
号

　
　
　

福
岡
県
職
員
の
金
融
機
関
へ
の
口
座
振
替
額
の
通
知
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す

　
　
　

る
規
則

　

福
岡
県
職
員
の
金
融
機
関
へ
の
口
座
振
替
額
の
通
知
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
六
十
二
年
福
岡
県
規
則

第
六
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　

第
三
号
中
「
財
団
法
人
福
岡
県
職
員
互
助
会
」
を
「
一
般
財
団
法
人
福
岡
県
職
員
互
助
会
」
に
改
め

る
。

　
　
　

附
　
則

　

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

　

福
岡
県
公
告
式
条
例
（
昭
和
二
十
五
年
福
岡
県
条
例
第
四
十
六
号
）
第
三
条
に
お
い
て
準
用
す
る
同

条
例
第
二
条
第
二
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
掲
示
し
た
も
の
を
、
こ
こ
に
再
掲
す
る
。

　

福
岡
県
行
政
組
織
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
制
定
し
、
こ
こ
に
公
布
す
る
。

　
　

平
成
二
十
五
年
三
月
二
十
九
日

福
岡
県
知
事　
　

小　

川　
　

洋　
　

福
岡
県
規
則
第
十
二
号

　
　
　

福
岡
県
行
政
組
織
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

　

福
岡
県
行
政
組
織
規
則
（
昭
和
三
十
四
年
福
岡
県
規
則
第
六
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

す
る
。

　

目
次
中

「
（
第
十
一
条
―
第
二
十
条
の
三
の
二
）
」
を

「
（
第
十
一
条
―
第
二
十
条
の
三
の
四
）
」
に
、

「
（
第
五
十
条
―
第
五
十
五
条
の
二
）
」
を

「
（
第
五
十
条
―
第
五
十
五
条
の
三
）
」
に
改
め
る
。

　

第
七
条
第
二
項
第
一
号
の
表
税
務
課
の
項
中
「
直
税
第
一
係
」
を
「
直
税
第
一
係　

外
形
標
準
課
税

調
査
係
」
に
改
め
、
同
表
シ
ス
テ
ム
管
理
課
の
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　

第
七
条
第
二
項
第
二
号
の
表
総
合
政
策
課
の
項
中
「
予
算
係　

土
地
対
策
係
」
を
「
企
画
予
算
係
」

に
改
め
、
同
項
第
五
号
の
表
保
護
・
援
護
課
の
項
中
「
調
整
係　

保
護
企
画
係
」
を
「
企
画
調
整
係　

目
　
　
　
次

規
　
　
　
則

再
　
　
　
掲

シ
ス
テ
ム
管
理
課

情
報
基
盤
係　

開
発
指
導
係　

運
用
係
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四　

外
形
標
準
課
税
調
査
係

　
　

イ　

県
税
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
外
形
標
準
課
税
調
査
に
関
す
る
こ
と
。

　

第
二
十
条
の
二
の
四
第
三
十
二
号
中
「
財
団
法
人
」
を
「
一
般
財
団
法
人
」
に
改
め
る
。

　

第
二
十
条
の
二
の
五
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　

（
シ
ス
テ
ム
管
理
課
の
所
掌
事
務
）

第
二
十
条
の
二
の
五　

第
七
条
第
二
項
に
規
定
す
る
総
務
部
シ
ス
テ
ム
管
理
課
の
各
係
ご
と
の
所
掌
事

務
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

　

一　

情
報
基
盤
係

　
　

イ　

共
用
パ
ソ
コ
ン
の
運
用
管
理
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ロ　

共
用
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
運
用
管
理
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ハ　

庶
務
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ニ　

財
務
会
計
に
関
す
る
こ
と
。

　

二　

開
発
指
導
係

　
　

イ　

情
報
シ
ス
テ
ム
の
開
発
の
指
導
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ロ　

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
係
る
事
務
の
総
括
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ハ　

電
子
県
庁
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
他
課
及
び
他
係
に
属
し
な
い
こ
と
。

　

三　

運
用
係

　
　

イ　

電
子
県
庁
に
係
る
情
報
シ
ス
テ
ム
の
管
理
運
用
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
他
課
に
属
し
な
い

こ
と
。

　

第
二
十
条
の
四
第
一
項
中
第
二
号
を
削
り
、
第
三
号
を
第
二
号
と
し
、
第
四
号
か
ら
第
十
六
号
ま
で

を
一
号
ず
つ
繰
り
上
げ
、
第
十
七
号
の
前
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

　

十
六　

企
画
・
地
域
振
興
部
に
係
る
総
合
企
画
、
調
査
及
び
調
整
に
関
す
る
事
務
の
総
括
に
関
す
る

こ
と
。

　

第
二
十
条
の
四
第
二
項
中
「
第
十
五
号
」
を
「
第
十
四
号
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
予
算
係
」

を
「
企
画
予
算
係
」
に
、
「
第
一
項
第
十
六
号
」
を
「
第
一
項
第
十
五
号
、
第
十
六
号
」
に
改
め
、
同

条
第
四
項
を
削
る
。

　

第
二
十
条
の
四
の
二
、
第
二
十
条
の
四
の
三
、
第
二
十
二
条
、
第
二
十
四
条
及
び
第
二
十
六
条
中
「

第
七
条
の
二
」
を
「
第
七
条
の
二
第
一
項
」
に
改
め
る
。

　

第
二
十
九
条
第
一
項
第
十
二
号
中
「
財
団
法
人
」
を
「
公
益
財
団
法
人
」
に
改
め
る
。

保
護
医
療
係
」
に
改
め
、
同
項
第
八
号
の
表
中　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

を

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

に

改
め
、
同
項
第
九
号
の
表
企
画
交
通
課
の
項
中
「
新
幹
線
対
策
係
」
を
「
幹
線
交
通
係
」
に
改
め
、
同

項
第
十
号
の
表
建
築
都
市
総
務
課
の
項
中
「
契
約
係
」
を
削
る
。

　

第
七
条
の
二
第
一
項
の
表
新
雇
用
開
発
課
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

　

第
七
条
の
二
第
一
項
の
表
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

　

第
八
条
第
十
項
中
「
資
源
管
理
係
」
を
「
漁
場
環
境
係
」
に
改
め
、
同
条
第
十
六
項
中
「
健
康
管
理

監
を
」
の
下
に
「
、
総
務
部
防
災
危
機
管
理
局
に
防
災
危
機
管
理
専
門
監
を
」
を
加
え
、
同
条
第
十
七

項
中
「
及
び
建
築
都
市
部
建
築
都
市
総
務
課
」
を
削
り
、
「
前
条
」
を
「
前
条
第
一
項
」
に
改
め
、
「

技
術
調
査
室
」
の
下
に
「
及
び
建
築
都
市
部
建
築
都
市
総
務
課
契
約
室
」
を
加
え
る
。

　

第
十
四
条
の
二
中
「
第
七
条
の
二
」
を
「
第
七
条
の
二
第
一
項
」
に
改
め
る
。

　

第
十
五
条
中
第
九
号
を
第
十
号
と
し
、
第
四
号
か
ら
第
八
号
ま
で
を
一
号
ず
つ
繰
り
下
げ
、
第
三
号

の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

水
産
局

漁
業
管
理
課

水
産
総
務
係　

漁
協
指
導
第
一
係

　

漁
協
指
導
第
二
係　

漁
業
調
整

係　

資
源
管
理
係

水
産
振
興
課

施
設
管
理
係　

養
殖
流
通
係　

漁

場
整
備
係　

漁
港
整
備
係　

環
境

内
水
面
係

水
産
局

漁
業
管
理
課

水
産
総
務
係　

漁
協
指
導
係　

漁

業
調
整
係　

漁
場
環
境
係

水
産
振
興
課

施
設
管
理
係　

漁
船
漁
業
係　

養

殖
内
水
面
係　

漁
場
整
備
係　

漁

港
整
備
係

監
視
指
導
課

廃
棄
物
適
正
処
理
推
進
室

建
築
都
市
総
務
課

契
約
室
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務
と
す
る
。

５　

福
祉
総
務
課
監
査
指
導
係
の
所
掌
事
務
は
、
第
一
項
第
八
号
に
掲
げ
る
事
務
と
す
る
。

　

第
三
十
一
条
の
七
の
四
第
一
項
中
第
十
号
を
第
十
一
号
と
し
、
第
六
号
か
ら
第
九
号
ま
で
を
一
号
ず

つ
繰
り
下
げ
、
第
五
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

　

六　

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
六
十
五
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と
。

　

第
三
十
一
条
の
七
の
四
第
二
項
中
「
前
項
第
六
号
、
第
八
号
か
ら
第
十
号
ま
で
」
を
「
前
項
第
三
号

（
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業
及
び
一
時
預
か
り
事
業
に
限
る
。
）
、
第
七
号
及
び
第
九
号
か
ら
第
十

一
号
ま
で
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
第
三
号
」
の
下
に
「
（
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
並
び
に

保
育
所
及
び
児
童
厚
生
施
設
を
経
営
す
る
事
業
に
限
る
。
）
」
を
加
え
る
。

　

第
三
十
一
条
の
七
の
六
第
二
号
イ
中
「
障
害
者
自
立
支
援
法
」
を
「
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会

生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
」
に
改
め
、
同
号
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

　
　

ロ　

国
等
に
よ
る
障
害
者
就
労
施
設
等
か
ら
の
物
品
等
の
調
達
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成

二
十
四
年
法
律
第
五
十
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と
。

　

第
三
十
一
条
の
七
の
六
第
三
号
イ
中
「
、
第
三
号
の
二
、
第
四
号
及
び
第
五
号
」
を
「
及
び
第
四
号

」
に
改
め
、
同
号
ロ
中
「
障
害
者
自
立
支
援
法
」
を
「
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的

に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
」
に
改
め
、
同
号
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

　
　

ハ　

障
害
者
虐
待
の
防
止
、
障
害
者
の
養
護
者
に
対
す
る
支
援
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
三

年
法
律
第
七
十
九
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と
。

　

第
三
十
一
条
の
七
の
六
第
四
号
ト
中
「
障
害
者
自
立
支
援
法
」
を
「
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会

生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
」
に
改
め
、
同
号
ヌ
中
「
重
度
心
身
障
害
者
」
を
「
重
度
障

害
者
」
に
改
め
る
。

　

第
三
十
一
条
の
七
の
七
第
一
号
中
「
調
整
係
」
を
「
企
画
調
整
係
」
に
改
め
、
同
号
中
ニ
を
ト
と
し

、
ハ
を
ヘ
と
し
、
ロ
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

　
　

ハ　

社
会
福
祉
法
の
施
行
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
同
法
第
二
条
第
二
項
第
一
号
及
び
第
七
号
に

規
定
す
る
第
一
種
社
会
福
祉
事
業
並
び
に
同
条
第
三
項
第
一
号
、
第
八
号
、
第
九
号
及
び
第
十

二
号
に
規
定
す
る
第
二
種
社
会
福
祉
事
業
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ニ　

ホ
ー
ム
レ
ス
の
自
立
の
支
援
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
号
）
の

施
行
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
企
画
、
調
査
及
び
調
整
に
関
す
る
こ
と
並
び
に
福
岡
県
ホ
ー
ム

レ
ス
自
立
支
援
計
画
の
推
進
に
関
す
る
こ
と
。

　

第
三
十
一
条
の
二
の
二
中
「
第
七
条
の
二
」
を
「
第
七
条
の
二
第
一
項
」
に
改
め
、
第
二
号
を
削
り

、
第
三
号
を
第
二
号
と
し
、
第
四
号
か
ら
第
七
号
ま
で
を
一
号
ず
つ
繰
り
上
げ
る
。

　

第
三
十
一
条
の
三
第
三
号
ヌ
中
「
財
団
法
人
」
を
「
公
益
財
団
法
人
」
に
改
め
る
。

　

第
三
十
一
条
の
七
の
三
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　

（
福
祉
総
務
課
の
所
掌
事
務
）

第
三
十
一
条
の
七
の
三　

第
七
条
第
二
項
に
規
定
す
る
福
祉
労
働
部
福
祉
総
務
課
の
所
掌
事
務
は
、
次

の
と
お
り
と
す
る
。

　

一　

災
害
救
助
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
十
八
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と
。

　

二　

民
生
委
員
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
八
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と
。

　

三　

社
会
福
祉
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
四
十
五
号
）
の
施
行
に
関
す
る
事
務
（
第
八
号
に
掲
げ

る
事
務
を
除
く
。
）
の
う
ち
、
他
課
に
属
し
な
い
こ
と
。

　

四　

災
害
弔
慰
金
の
支
給
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
八
年
法
律
第
八
十
二
号
）
の
施
行
に
関
す

る
こ
と
。

　

五　

被
災
者
生
活
再
建
支
援
法
（
平
成
十
年
法
律
第
六
十
六
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と
。

　

六　

福
祉
労
働
行
政
の
総
合
企
画
、
調
査
及
び
調
整
に
関
す
る
こ
と
。

　

七　

高
齢
者
の
福
祉
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
高
齢
者
の
生
き
が
い
づ
く
り
に
関
す
る
こ
と
。

　

八　

社
会
福
祉
法
人
及
び
社
会
福
祉
施
設
に
係
る
運
営
状
況
の
調
査
、
監
査
及
び
こ
れ
に
伴
う
指
導

に
係
る
事
務
の
う
ち
、
他
課
に
属
し
な
い
こ
と
。

　

九　

福
祉
労
働
部
に
係
る
人
事
に
関
す
る
事
務
の
総
括
に
関
す
る
こ
と
。

　

十　

福
祉
労
働
部
に
係
る
予
算
の
総
括
に
関
す
る
こ
と
。

　

十
一　

庶
務
に
関
す
る
こ
と
。

　

十
二　

財
務
会
計
に
関
す
る
こ
と
。

　

十
三　

福
岡
県
総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー
に
関
す
る
こ
と
。

　

十
四　

福
祉
労
働
部
各
課
の
連
絡
調
整
に
関
す
る
こ
と
。

　

十
五　

福
祉
労
働
部
に
属
す
る
事
務
で
他
課
に
属
し
な
い
こ
と
。

２　

福
祉
総
務
課
総
務
係
の
所
掌
事
務
は
、
前
項
第
九
号
、
第
十
一
号
及
び
第
十
三
号
か
ら
第
十
五
号

ま
で
に
掲
げ
る
事
務
と
す
る
。

３　

福
祉
総
務
課
予
算
係
の
所
掌
事
務
は
、
第
一
項
第
十
号
及
び
第
十
二
号
に
掲
げ
る
事
務
と
す
る
。

４　

福
祉
総
務
課
地
域
福
祉
係
の
所
掌
事
務
は
、
第
一
項
第
二
号
、
第
三
号
及
び
第
七
号
に
掲
げ
る
事
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二　

庶
務
に
関
す
る
こ
と
の
う
ち
、
公
印
の
管
守
、
職
員
の
服
務
、
文
書
の
収
受
、
発
送
、
編
集
及

び
保
存
並
び
に
公
文
書
の
開
示
等
に
関
す
る
こ
と
。

　

第
三
十
二
条
の
二
中
「
第
七
条
の
二
」
を
「
第
七
条
の
二
第
一
項
」
に
改
め
る
。

　

第
三
十
二
条
の
三
第
一
項
第
十
号
中
「
産
業
活
力
再
生
特
別
措
置
法
」
を
「
産
業
活
力
の
再
生
及
び

産
業
活
動
の
革
新
に
関
す
る
特
別
措
置
法
」
に
改
め
る
。

　

第
三
十
三
条
の
二
第
二
号
中
へ
を
チ
と
し
、
ホ
を
ト
と
し
、
ニ
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

　
　

ホ　

産
業
デ
ザ
イ
ン
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

へ　

国
際
リ
ニ
ア
コ
ラ
イ
ダ
ー
計
画
の
推
進
に
関
す
る
こ
と
。

　

第
三
十
三
条
の
二
第
三
号
中
ハ
を
削
り
、
ニ
を
ハ
と
す
る
。

　

第
三
十
三
条
の
三
及
び
第
三
十
六
条
中
「
第
七
条
の
二
」
を
「
第
七
条
の
二
第
一
項
」
に
改
め
る
。

　

第
四
十
条
第
一
号
中
イ
及
び
ロ
を
削
り
、
ハ
を
イ
と
し
、
ニ
か
ら
ヌ
ま
で
を
ロ
か
ら
チ
ま
で
と
し
、

同
条
第
五
号
中
ロ
を
ニ
と
し
、
イ
を
ロ
と
し
、
ロ
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

　
　

ハ　

国
土
調
査
促
進
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
百
四
十
三
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ

と
。

　

第
四
十
条
第
五
号
に
イ
と
し
て
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

　
　

イ　

国
土
調
査
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
八
十
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と
。

　

第
四
十
一
条
中
「
農
林
水
産
物
安
全
課
」
を
「
食
の
安
全
・
地
産
地
消
課
」
に
改
め
る
。

　

第
四
十
三
条
第
五
号
中
ロ
を
ハ
と
し
、
イ
を
ロ
と
し
、
同
号
に
イ
と
し
て
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

　
　

イ  

お
茶
の
振
興
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
二
十
一
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と

。

　

第
四
十
三
条
の
二
中
「
第
七
条
の
二
」
を
「
第
七
条
の
二
第
一
項
」
に
改
め
る
。

　

第
四
十
三
条
の
二
の
二
第
二
号
中
イ
を
削
り
、
ロ
を
イ
と
し
、
ハ
を
ロ
と
し
、
ニ
を
ハ
と
し
、
同
条

第
三
号
中
ハ
を
ニ
と
し
、
ロ
を
ハ
と
し
、
イ
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

　
　

ロ　

農
業
経
営
基
盤
強
化
促
進
法
（
昭
和
五
十
五
年
法
律
第
六
十
五
号
）
の
施
行
に
関
す
る
事
務

の
う
ち
、
農
地
の
利
用
集
積
に
関
す
る
こ
と
。

　

第
四
十
三
条
の
三
の
二
中
「
第
七
条
の
二
」
を
「
第
七
条
の
二
第
一
項
」
に
、
「
経
営
技
術
支
援
策

課
」
を
「
経
営
技
術
支
援
課
」
に
改
め
る
。

　

第
四
十
三
条
の
四
第
三
号
ロ
中
「
養
ほ
う
振
興
法
」
を
「
養
蜂
振
興
法
」
に
改
め
る
。

　

第
四
十
三
条
の
八
第
一
号
イ
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　
　

ホ　

福
岡
県
生
活
福
祉
資
金
貸
付
事
業
の
補
助
に
関
す
る
条
例
（
平
成
二
年
福
岡
県
条
例
第
二
十

七
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と
。

　

第
三
十
一
条
の
七
の
七
第
二
号
中
「
保
護
企
画
係
」
を
「
保
護
医
療
係
」
に
改
め
、
同
号
イ
中
「
保

護
の
実
施
要
領
の
指
導
」
の
下
に
「
（
医
療
及
び
介
護
扶
助
に
限
る
。
）
」
を
、
「
不
服
申
立
て
」
の

下
に
「
（
医
療
及
び
介
護
扶
助
に
限
る
。
）
」
を
加
え
、
同
号
ロ
及
び
ハ
を
削
る
。

　

第
三
十
一
条
の
七
の
七
第
三
号
イ
中
「
指
導
」
の
下
に
「
、
保
護
の
実
施
要
領
の
指
導
（
医
療
及
び

介
護
扶
助
を
除
く
。
）
並
び
に
不
服
申
立
て
（
医
療
及
び
介
護
扶
助
を
除
く
。
）
」
を
加
え
る
。

　

第
三
十
一
条
の
七
の
十
中
「
第
七
条
の
二
」
を
「
第
七
条
の
二
第
一
項
」
に
改
め
る
。

　

第
三
十
一
条
の
九
の
二
第
一
項
第
三
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　

三　

使
用
済
小
型
電
子
機
器
等
の
再
資
源
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
五
十

七
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と
。

　

第
三
十
一
条
の
九
の
二
第
一
項
第
十
二
号
中
「
財
団
法
人
福
岡
県
環
境
保
全
公
社
」
を
「
公
益
財
団

法
人
福
岡
県
リ
サ
イ
ク
ル
総
合
研
究
事
業
化
セ
ン
タ
ー
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
前
項
第
三
号
、

」
を
「
前
項
」
に
改
め
る
。

　

第
三
十
一
条
の
十
第
一
号
ヘ
中
「
（
環
境
部
監
視
指
導
課
に
係
る
も
の
（
公
印
の
管
守
、
職
員
の
服

務
、
文
書
の
収
受
、
発
送
、
編
集
及
び
保
存
並
び
に
公
文
書
の
開
示
等
に
関
す
る
こ
と
を
除
く
。
）
を

含
む
。
）
」
を
削
る
。

　

第
三
十
一
条
の
十
の
二
第
八
号
及
び
第
九
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　

八　

庶
務
に
関
す
る
こ
と
（
環
境
部
監
視
指
導
課
廃
棄
物
適
正
処
理
推
進
室
に
係
る
も
の
（
公
印
の

管
守
、
職
員
の
服
務
、
文
書
の
収
受
、
発
送
、
編
集
及
び
保
存
並
び
に
公
文
書
の
開
示
等
に
関
す

る
こ
と
を
除
く
。
）
を
含
む
。
）
。

　

九　

財
務
会
計
に
関
す
る
こ
と
（
環
境
部
監
視
指
導
課
廃
棄
物
適
正
処
理
推
進
室
に
係
る
も
の
を
含

む
。
）
。

　

第
三
十
一
条
の
十
の
二
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

　

（
監
視
指
導
課
廃
棄
物
適
正
処
理
推
進
室
の
所
掌
事
務
）

第
三
十
一
条
の
十
の
三　

第
七
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
環
境
部
監
視
指
導
課
廃
棄
物
適
正
処
理
推

進
室
の
所
掌
事
務
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

　

一　

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
産
業
廃
棄
物
に
係

る
問
題
が
長
期
化
し
て
い
る
不
適
正
処
理
現
場
の
検
査
及
び
違
反
行
為
の
是
正
に
関
す
る
こ
と
。
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関
す
る
こ
と
。

　
　

ニ　

漁
船
損
害
等
補
償
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
二
十
八
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ホ　

遊
漁
船
業
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
六
十
三
年
法
律
第
九
十
九
号
）
の
施
行
に
関
す

る
こ
と
。

　
　

ヘ　

有
明
海
及
び
八
代
海
を
再
生
す
る
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第

百
二
十
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ト　

小
型
漁
船
の
総
ト
ン
数
の
測
度
に
関
す
る
政
令
（
昭
和
二
十
八
年
政
令
第
二
百
五
十
九
号
）

の
施
行
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

チ　

漁
場
環
境
及
び
水
質
保
全
に
関
す
る
こ
と
。

　

第
四
十
三
条
の
九
第
一
号
ヘ
中
「
福
岡
県
漁
港
管
理
条
例
」
の
下
に
「
（
昭
和
三
十
九
年
福
岡
県
条

例
第
七
十
号
）
」
を
加
え
、
「
事
務
の
う
ち
、
他
課
に
属
し
な
い
」
を
削
り
、
同
号
ヌ
中
「
他
課
及
び

」
を
削
り
、
同
条
第
二
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　

二　

漁
船
漁
業
係

　
　

イ　

農
林
物
資
の
規
格
化
及
び
品
質
表
示
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
事
務
の
う

ち
、
水
産
物
の
規
格
に
関
す
る
も
の
で
他
係
に
属
し
な
い
こ
と
。

　
　

ロ　

輸
出
水
産
業
の
振
興
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
五
十
四
号
）
の
施
行
に
関

す
る
事
務
の
う
ち
、
他
係
に
属
し
な
い
こ
と
。

　
　

ハ　

漁
業
災
害
補
償
法
（
昭
和
三
十
九
年
法
律
第
百
五
十
八
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ニ　

卸
売
市
場
法
の
施
行
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
水
産
物
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ホ　

海
洋
水
産
資
源
開
発
促
進
法
（
昭
和
四
十
六
年
法
律
第
六
十
号
）
の
施
行
に
関
す
る
事
務
の

う
ち
、
資
源
管
理
協
定
に
係
る
も
の
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ヘ　

沿
岸
漁
場
整
備
開
発
法
（
昭
和
四
十
九
年
法
律
第
四
十
九
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ト　

海
洋
生
物
資
源
の
保
存
及
び
管
理
に
関
す
る
法
律
（
平
成
八
年
法
律
第
七
十
七
号
）
の
施
行

に
関
す
る
こ
と
。

　
　

チ　

水
産
基
本
法
の
施
行
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
他
課
及
び
他
係
に
属
し
な
い
こ
と
。

　
　

リ　

福
岡
県
卸
売
市
場
条
例
の
施
行
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
水
産
物
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ヌ　

水
産
物
の
流
通
及
び
加
工
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
他
係
に
属
し
な
い
こ
と
。

　
　

ル　

魚
病
対
策
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
漁
船
漁
業
に
係
る
も
の
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ヲ　

公
益
財
団
法
人
ふ
く
お
か
豊
か
な
海
づ
く
り
協
会
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

イ　

水
産
業
に
関
す
る
施
策
の
調
査
及
び
調
整
に
関
す
る
こ
と
。

　

第
四
十
三
条
の
八
第
一
号
中
ハ
を
削
り
、
ニ
を
ハ
と
し
、
ホ
を
ニ
と
し
、
ニ
の
次
に
次
の
よ
う
に
加

え
る
。

　
　

ホ　

公
益
財
団
法
人
福
岡
県
豊
前
海
漁
業
振
興
基
金
に
関
す
る
こ
と
。

　

第
四
十
三
条
の
八
第
一
号
中
ヘ
及
び
ト
を
削
り
、
チ
を
ヘ
と
し
、
同
条
第
二
号
を
次
の
よ
う
に
改
め

る
。

　

二　

漁
協
指
導
係

　
　

イ　

水
産
業
協
同
組
合
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
四
十
二
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ロ　

中
小
漁
業
融
資
保
証
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
三
百
四
十
六
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と

。

　
　

ハ　

天
災
に
よ
る
被
害
農
林
漁
業
者
等
に
対
す
る
資
金
の
融
通
に
関
す
る
暫
定
措
置
法
の
施
行
に

関
す
る
事
務
の
う
ち
、
水
産
業
に
係
る
も
の
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ニ　

漁
業
協
同
組
合
合
併
促
進
法
（
昭
和
四
十
二
年
法
律
第
七
十
八
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と

。

　
　

ホ　

漁
業
近
代
化
資
金
融
通
法
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
五
十
二
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ヘ　

漁
業
経
営
の
改
善
及
び
再
建
整
備
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
昭
和
五
十
一
年
法
律
第
四
十
三

号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ト　

沿
岸
漁
業
改
善
資
金
助
成
法
（
昭
和
五
十
四
年
法
律
第
二
十
五
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と

。

　
　

チ　

水
産
基
本
法
（
平
成
十
三
年
法
律
第
八
十
九
号
）
の
施
行
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
漁
業
経

営
構
造
改
善
の
融
資
事
業
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

リ　

そ
の
他
漁
業
に
係
る
金
融
に
関
す
る
こ
と
。

　

第
四
十
三
条
の
八
中
第
三
号
を
削
り
、
第
四
号
を
第
三
号
と
し
、
同
号
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

　
　

ト　

福
岡
県
内
水
面
漁
場
管
理
委
員
会
の
庶
務
に
関
す
る
こ
と
。

　

第
四
十
三
条
の
八
中
第
三
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
、
第
五
号
を
削
る
。

　

四　

漁
場
環
境
係

　
　

イ　

漁
業
法
の
施
行
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
漁
業
取
締
り
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ロ　

漁
船
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
七
十
八
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ハ　

水
産
資
源
保
護
法
の
施
行
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
海
面
漁
業
に
係
る
保
護
水
面
の
管
理
に
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第
五
十
条
の
二
の
二
中
「
第
七
条
の
二
」
を
「
第
七
条
の
二
第
一
項
」
に
改
め
る
。

　

第
五
十
四
条
第
一
号
ロ
中
「
指
定
統
計
」
を
「
基
幹
統
計
」
に
改
め
る
。

　

第
五
十
五
条
の
二
第
一
号
中
ホ
を
削
り
、
ヘ
を
ホ
と
し
、
ト
を
ヘ
と
し
、
同
条
第
二
号
に
次
の
よ
う

に
加
え
る
。

　
　

ヘ　

北
部
福
岡
緊
急
連
絡
管
の
運
用
に
関
す
る
こ
と
。

　

第
五
十
五
条
の
三
中
「
第
七
条
の
二
」
を
「
第
七
条
の
二
第
一
項
」
に
改
め
る
。

　

第
五
十
六
条
第
一
号
ロ
中
「
こ
と
」
の
下
に
「
（
建
築
都
市
部
建
築
都
市
総
務
課
契
約
室
に
係
る
も

の
（
公
印
の
管
守
、
職
員
の
服
務
、
文
書
の
収
受
、
発
送
、
編
集
及
び
保
存
並
び
に
公
文
書
の
開
示
等

に
関
す
る
こ
と
を
除
く
。
）
を
含
む
。
）
」
を
加
え
、
同
条
第
二
号
ニ
中
「
こ
と
」
の
下
に
「
（
建
築

都
市
部
建
築
都
市
総
務
課
契
約
室
に
係
る
も
の
を
含
む
。
）
」
を
加
え
、
同
条
第
四
号
を
削
り
、
同
条

の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

　

（
建
築
都
市
総
務
課
契
約
室
の
所
掌
事
務
）

第
五
十
六
条
の
二　

第
七
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
建
築
都
市
部
建
築
都
市
総
務
課
契
約
室
の
所
掌

事
務
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

　

一　

建
築
都
市
部
に
係
る
工
事
の
契
約
に
関
す
る
こ
と
。

　

二　

宅
地
の
買
収
契
約
に
関
す
る
こ
と
。

　

三　

建
築
都
市
部
に
係
る
工
事
の
検
査
及
び
指
導
に
関
す
る
こ
と
。

　

四　

建
築
都
市
部
に
係
る
工
事
の
技
術
事
項
の
基
準
等
に
関
す
る
こ
と
。

　

五　

庶
務
に
関
す
る
こ
と
の
う
ち
、
公
印
の
管
守
、
職
員
の
服
務
、
文
書
の
収
受
、
発
送
、
編
集
及

び
保
存
並
び
に
公
文
書
の
開
示
等
に
関
す
る
こ
と
。

　

第
五
十
八
条
第
二
号
イ
及
び
第
四
号
イ
中
「
指
定
統
計
」
を
「
基
幹
統
計
」
に
改
め
、
同
条
第
五
号

に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

　
　

ト　

都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
八
十
四
号
）
の
施
行
に

関
す
る
事
務
の
う
ち
、
低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計
画
の
認
定
に
関
す
る
こ
と
。

　

第
五
十
九
条
の
二
第
一
号
ニ
中
「
財
団
法
人
福
岡
県
下
水
道
公
社
」
を
「
公
益
財
団
法
人
福
岡
県
下

水
道
管
理
セ
ン
タ
ー
」
に
改
め
る
。

　

第
六
十
条
第
二
号
ヌ
中
「
財
団
法
人
」
を
「
一
般
財
団
法
人
」
に
改
め
る
。

　

第
六
十
三
条
第
一
号
中
「
福
岡
県
粕
屋
保
健
福
祉
事
務
所
」
の
下
に
「
に
あ
つ
て
は
保
護
第
一
課
、

保
護
第
二
課
及
び
保
護
第
三
課
」
を
加
え
、
「
、
福
岡
県
糸
島
保
健
福
祉
事
務
所
及
び
福
岡
県
北
筑
後

　

第
四
十
三
条
の
九
中
第
五
号
を
削
り
、
第
四
号
を
第
五
号
と
し
、
第
三
号
を
第
四
号
と
し
、
第
二
号

の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

　

三　

養
殖
内
水
面
係

　
　

イ　

漁
業
法
の
施
行
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
内
水
面
漁
業
に
係
る
も
の
（
漁
業
取
締
り
に
係
る

も
の
を
除
く
。
）
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ロ　

農
林
物
資
の
規
格
化
及
び
品
質
表
示
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
事
務
の
う

ち
、
養
殖
及
び
内
水
面
漁
業
に
係
る
水
産
物
の
規
格
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ハ　

水
産
資
源
保
護
法
の
施
行
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
内
水
面
漁
業
に
係
る
も
の
に
関
す
る
こ

と
。

　
　

ニ　

輸
出
水
産
業
の
振
興
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
養
殖
及
び
内
水
面
漁

業
に
係
る
も
の
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ホ　

持
続
的
養
殖
生
産
確
保
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
五
十
一
号
）
の
施
行
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ヘ　

水
産
基
本
法
の
施
行
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
養
殖
及
び
内
水
面
漁
業
に
係
る
水
産
業
改
良

普
及
事
業
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ト　

水
産
物
の
養
殖
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

チ　

水
産
物
の
流
通
及
び
加
工
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
養
殖
及
び
内
水
面
漁
業
に
係
る
も
の
に

関
す
る
こ
と
。

　
　

リ　

水
産
業
普
及
指
導
員
の
任
用
資
格
及
び
研
修
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ヌ　

魚
病
対
策
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
他
係
に
属
し
な
い
こ
と
。

　
　

ル　

そ
の
他
内
水
面
漁
業
の
指
導
及
び
振
興
に
関
す
る
こ
と
。

　

第
五
十
条
の
二
第
一
号
ヘ
中
「
財
団
法
人
」
を
「
公
益
財
団
法
人
」
に
改
め
、
同
条
第
二
号
及
び
第

三
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　

二　

企
画
係

　
　

イ　

県
土
整
備
行
政
の
総
合
企
画
、
調
査
及
び
調
整
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ロ　

県
土
整
備
部
所
管
の
公
共
事
業
の
評
価
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ハ　

職
員
の
土
木
技
術
に
係
る
研
修
に
関
す
る
こ
と
。

　

三　

幹
線
交
通
係

　
　

イ　

総
合
交
通
対
策
の
企
画
、
調
査
及
び
調
整
に
関
す
る
こ
と
。

　
　

ロ　

鉄
道
の
整
備
促
進
に
関
す
る
こ
と
の
う
ち
、
他
課
に
属
し
な
い
こ
と
。
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保
護
第
二
課
及
び
保
護
第
三
課
」
を
加
え
る
。

　

第
八
十
九
条
第
一
項
第
四
号
カ
中
「
障
害
者
自
立
支
援
法
」
を
「
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生

活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
第
六
号
中
ハ
を
削
り
、
同
項
第
七
号

ロ
中
「
市
町
村
社
会
福
祉
協
議
会
」
を
「
町
村
社
会
福
祉
協
議
会
」
に
改
め
、
同
号
ニ
中
「
障
害
者
自

立
支
援
法
」
を
「
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
」
に
改
め

、
同
号
を
同
項
第
八
号
と
し
、
同
項
第
六
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

　

七　

保
護
第
三
課

　
　

イ　

保
護
第
一
係

　
　
　

⑴　

前
項
第
五
号
に
規
定
す
る
事
務
で
あ
つ
て
所
長
の
指
定
す
る
区
域
に
係
る
も
の
に
関
す
る

こ
と
。

　
　

ロ　

保
護
第
二
係

　
　
　

⑴　

前
項
第
五
号
に
規
定
す
る
事
務
で
あ
つ
て
所
長
の
指
定
す
る
区
域
に
係
る
も
の
に
関
す
る

こ
と
。

　

第
九
十
五
条
第
二
号
ニ
中
「
障
害
者
自
立
支
援
法
」
を
「
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総

合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
」
に
改
め
る
。

　

第
百
四
条
第
三
号
ロ
⑴
中
「
機
能
」
及
び
「
肢
体
不
自
由
児
」
の
下
に
「
等
」
を
加
え
、
同
号
ロ
⑵

中
「
肢
体
不
自
由
児
に
対
す
る
」
を
「
肢
体
不
自
由
児
等
に
対
す
る
保
護
、
日
常
生
活
の
指
導
及
び
」

に
改
め
る
。

　

第
百
七
条
第
一
号
ホ
並
び
に
第
二
号
イ
及
び
ヘ
中
「
障
害
者
自
立
支
援
法
」
を
「
障
害
者
の
日
常
生

活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
」
に
改
め
る
。

　

第
百
六
十
四
条
第
一
項
第
一
号
ハ
⑶
キ
中
「
養
ほ
う
振
興
法
」
を
「
養
蜂
振
興
法
」
に
改
め
、
同
条

第
二
項
第
一
号
ヘ
⑴
中
「
水
環
境
整
備
事
業
」
を
「
農
地
環
境
整
備
事
業
」
に
改
め
、
同
条
第
五
項
第

一
号
ホ
⑵
ア
中
「
筑
後
市
、
大
川
市
及
び
大
木
町
」
を
「
柳
川
市
、
筑
後
市
及
び
大
川
市
」
に
改
め
、

同
号
ホ
⑶
ア
中
「
柳
川
市
及
び
み
や
ま
市
」
を
「
み
や
ま
市
及
び
大
木
町
」
に
改
め
る
。

　

第
百
八
十
二
条
第
五
号
イ
⑴
中
「
ク
リ
ー
ク
防
災
機
能
保
全
対
策
事
業
」
の
下
に
「
及
び
災
害
に
強

い
た
め
池
等
整
備
事
業
（
農
業
用
用
排
水
路
（
ク
リ
ー
ク
）
整
備
事
業
に
限
る
。
）
」
を
加
え
る
。

　

第
百
八
十
六
条
第
一
項
の
表
中

　

「
研
究
部　
　
　
　
　

「
研
究
部

　
　
　

漁
業
資
源
課　
　
　
　

漁
業
経
営
課

保
健
福
祉
環
境
事
務
所
に
あ
つ
て
は
総
務
企
画
課
保
護
係
」
を
削
る
。

　

第
六
十
四
条
第
二
項
の
表
中
福
岡
県
恩
給
退
職
年
金
審
査
会
の
項
及
び
福
岡
県
統
計
調
査
主
任
者
会

議
の
項
を
削
る
。

　

第
六
十
五
条
第
一
項
第
一
号
の
表
福
岡
県
防
災
会
議
の
項
中
「
並
び
に
災
害
が
発
生
し
た
場
合
に
お

け
る
災
害
に
関
す
る
情
報
の
収
集
、
災
害
応
急
対
策
及
び
」
を
「
、
知
事
の
諮
問
に
応
じ
防
災
に
関
す

る
重
要
事
項
の
審
議
及
び
知
事
へ
の
意
見
、
災
害
が
発
生
し
た
場
合
に
お
け
る
」
に
改
め
、
「
並
び
に

非
常
災
害
に
際
し
て
の
緊
急
措
置
に
関
す
る
計
画
の
樹
立
及
び
そ
の
実
施
推
進
」
を
削
り
、
同
項
第
二

号
の
表
福
岡
県
障
害
者
介
護
給
付
費
等
不
服
審
査
会
の
項
中
「
障
害
者
自
立
支
援
法
」
を
「
障
害
者
の

日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
」
に
改
め
る
。

　

第
七
十
二
条
の
表
福
岡
県
博
多
県
税
事
務
所
の
項
中

　

「
課
税
第
二
課　
　
　
　

「
課
税
第
二
課

　
　
　

事
業
税
第
一
係

　
　
　

事
業
税
第
二
係　

を　
　

事
業
税
第
一
係　

に
改
め
る
。

　
　
　

事
業
税
第
三
係
」　
　
　

事
業
税
第
二
係
」

　

第
七
十
四
条
第
一
項
第
二
号
ロ
を
削
り
、
同
号
ハ
中
「
事
業
税
第
三
係
」
を
「
事
業
税
第
二
係
」
に

改
め
、
同
号
ハ
を
同
号
ロ
と
す
る
。

　

第
八
十
六
条
の
八
第
二
項
の
表
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　

第
八
十
七
条
第
一
項
の
表
福
岡
県
粕
屋
保
健
福
祉
事
務
所
の
項
中

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

「
保
護
第
二
課

　

「
保
護
第
二
課      　
　
　

保
護
第
一
係

　
　
　

保
護
第
一
係　

を　
　

保
護
第
二
係　

に
改
め
る
。

　
　
　

保
護
第
二
係　
　
　

保
護
第
三
課

　
　
　

保
護
第
三
係
」　
　
　

保
護
第
一
係

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

保
護
第
二
係
」

　

第
八
十
八
条
第
四
項
中
「
福
岡
県
粕
屋
保
健
福
祉
事
務
所
」
の
下
に
「
に
あ
つ
て
は
保
護
第
一
課
、

名　
　

称

位　
　

置

ア
ベ
ニ
ー
ル
福
岡

大
野
城
市
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、
宝
満
川
上
流
流
域
下
水
道
事
業
、
筑
後
川
中
流
右
岸
流
域
下
水
道
事
業
及
び
矢
部
川
流
域
下
水
道
事

業
」
を
「
、
宝
満
川
流
域
下
水
道
事
業
、
多
々
良
川
流
域
下
水
道
事
業
、
宝
満
川
上
流
流
域
下
水
道
事

業
、
遠
賀
川
下
流
流
域
下
水
道
事
業
、
筑
後
川
中
流
右
岸
流
域
下
水
道
事
業
、
矢
部
川
流
域
下
水
道
事

業
及
び
遠
賀
川
中
流
流
域
下
水
道
事
業
」
に
改
め
、
同
条
第
二
号
ハ
中
「
矢
部
川
流
域
下
水
道
事
業
」

を
「
遠
賀
川
下
流
流
域
下
水
道
事
業
、
矢
部
川
流
域
下
水
道
事
業
及
び
遠
賀
川
中
流
流
域
下
水
道
事
業

」
に
改
め
る
。

　
　
　

附
　
則

　

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

　

福
岡
県
公
告
式
条
例
（
昭
和
二
十
五
年
福
岡
県
条
例
第
四
十
六
号
）
第
三
条
に
お
い
て
準
用
す
る
同

条
例
第
二
条
第
二
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
掲
示
し
た
も
の
を
、
こ
こ
に
再
掲
す
る
。

　

単
純
な
労
務
に
雇
用
さ
れ
る
職
員
の
給
与
の
種
類
及
び
基
準
に
関
す
る
条
例
の
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
規
則
を
制
定
し
、
こ
こ
に
公
布
す
る
。

　
　

平
成
二
十
五
年
三
月
二
十
九
日

福
岡
県
知
事　
　

小　

川　
　

洋　
　

福
岡
県
規
則
第
十
三
号

単
純
な
労
務
に
雇
用
さ
れ
る
職
員
の
給
与
の
種
類
及
び
基
準
に
関
す
る
条
例
の
施
行
規

則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

　

単
純
な
労
務
に
雇
用
さ
れ
る
職
員
の
給
与
の
種
類
及
び
基
準
に
関
す
る
条
例
の
施
行
規
則
（
昭
和
三

十
二
年
福
岡
県
規
則
第
六
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　

第
八
条
第
二
項
第
六
号
の
表
伝
染
病
防
疫
作
業
手
当
の
項
中
「
及
び
第
二
号
」
を
「
か
ら
第
三
号
ま

で
」
に
改
め
る
。

　

付
則
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

　

（
経
過
措
置
）

26　

平
成
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日
に
地
方
公
務
員
法
第
二
十
八
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
退
職

し
た
者
の
う
ち
、
平
成
二
十
五
年
四
月
一
日
に
地
方
公
務
員
法
第
二
十
八
条
の
四
第
一
項
又
は
同
法

第
二
十
八
条
の
五
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
、
か
つ
、
第
二
条
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定

に
よ
り
職
務
の
級
四
級
に
格
付
さ
れ
た
職
員
で
あ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十
六
年
三
月
三
十

一
日
ま
で
の
間
、
別
表
第
一
再
任
用
職
員
の
項
中
「246,200

」
と
あ
る
の
は
、
「266,300

」
と
す
る

　
　
　

浅
海
増
殖
課　

を　
　

資
源
環
境
課　

に
改
め
る
。

　
　
　

海
洋
環
境
課　
　
　
　

浅
海
増
殖
課

　
　
　

応
用
技
術
課
」　
　
　

応
用
技
術
課
」

　

第
百
八
十
七
条
第
一
項
中
「
研
究
部
の
漁
業
資
源
課
」
を
「
研
究
部
の
資
源
環
境
課
」
に
改
め
る
。

　

第
百
八
十
八
条
第
一
号
イ
⑵
エ
中
「
水
産
経
営
及
び
」
を
削
り
、
同
号
イ
⑵
オ
を
削
り
、
同
号
ロ
を

次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　
　

ロ　

研
究
部

　
　
　

⑴　

漁
業
経
営
課

　
　
　
　

ア　

水
産
経
営
の
調
査
研
究
に
関
す
る
こ
と
。

　
　
　
　

イ　

水
産
業
に
関
す
る
技
術
及
び
知
識
の
普
及
指
導
に
関
す
る
こ
と
。

   　
　

⑵　

資
源
環
境
課

　
　
　
　

ア　

漁
業
法
の
施
行
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
漁
業
取
締
り
に
関
す
る
こ
と
（
筑
前
海
区
に

係
る
も
の
に
限
る
。
）
。

　
　
　
　

イ　

海
洋
の
動
態
及
び
生
物
的
環
境
の
調
査
及
び
試
験
研
究
に
関
す
る
こ
と
。

　
　
　
　

ウ　

海
況
及
び
漁
況
の
調
査
研
究
及
び
予
速
報
に
関
す
る
こ
と
。

　
　
　
　

エ　

水
産
資
源
及
び
漁
場
の
調
査
研
究
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
漁
船
漁
業
に
係
る
も
の
に

関
す
る
こ
と
。

　
　
　
　

オ　

漁
具
、
水
産
機
械
及
び
漁
法
の
試
験
研
究
及
び
指
導
に
関
す
る
こ
と
。

　
　
　

⑶　

浅
海
増
殖
課

　
　
　
　

ア  

水
産
資
源
及
び
漁
場
の
調
査
研
究
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
他
課
に
属
し
な
い
こ
と
。

　
　
　
　

イ　

水
産
生
物
の
維
持
、
培
養
及
び
増
養
殖
の
試
験
研
究
に
係
る
こ
と
。

　
　
　

⑷　

応
用
技
術
課

　
　
　
　

ア　

水
質
保
全
の
調
査
及
び
試
験
研
究
に
関
す
る
こ
と
。

　
　
　
　

イ　

水
産
物
の
鮮
度
維
持
、
活
魚
輸
送
及
び
利
用
加
工
の
調
査
及
び
試
験
研
究
に
関
す
る
こ

と
。

　
　
　
　

ウ　

水
産
生
物
の
病
害
防
除
の
試
験
研
究
に
関
す
る
こ
と
。

　
　
　
　

エ　

水
産
関
係
の
バ
イ
オ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
技
術
の
試
験
研
究
に
関
す
る
こ
と
。

　

第
二
百
三
十
三
条
第
一
項
第
七
号
イ
中
「
指
定
統
計
」
を
「
基
幹
統
計
」
に
改
め
る
。

　

第
二
百
五
十
四
条
の
七
第
一
号
イ
中
「
、
多
々
良
川
流
域
下
水
道
事
業
、
宝
満
川
流
域
下
水
道
事
業
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。

　

別
表
第
五
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

昇格時号給対応表

昇格した日の前日に受
けていた号給

昇 格 後 の 号 給

２級 ３級 ４級 ５級
1 1 1 1 1
2 1 1 1 1
3 1 1 1 1
4 1 1 1 1
5 1 1 1 1
6 1 1 1 1
7 1 1 1 1
8 1 1 1 1
9 1 1 1 1
10 1 2 1 1
11 1 3 1 1
12 1 4 1 1
13 1 5 1 1
14 1 6 1 1
15 1 7 1 1
16 1 8 1 1
17 1 9 1 1
18 1 10 1 2
19 1 11 1 3
20 1 12 1 4
21 1 13 1 5
22 1 14 1 6
23 1 15 1 7
24 1 16 1 8

別表第５（第３条関係）
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25 1 17 1 9
26 1 18 1 10
27 1 19 1 11
28 1 20 1 12
29 1 21 1 13
30 1 22 2 13
31 1 23 3 14
32 1 24 4 14
33 1 25 5 15
34 1 26 6 15
35 1 27 7 16
36 1 28 8 16
37 1 29 9 17
38 2 30 10 17
39 3 31 11 18
40 4 32 12 18
41 5 33 13 19
42 6 33 14 19
43 7 34 15 20
44 8 34 16 20
45 9 35 17 21
46 10 35 18 22
47 11 36 19 23
48 12 36 20 24
49 13 37 21 25
50 14 38 22 25
51 15 39 23 26
52 16 40 24 26
53 17 41 25 27
54 18 42 26 27
55 19 43 27 28
56 20 44 28 28
57 21 45 29 29
58 22 46 30 29
59 23 47 31 30
60 24 48 32 30
61 25 49 33 31
62 26 49 34 31
63 27 50 35 32
64 28 50 36 32
65 29 51 37 33
66 30 51 38 33
67 31 52 39 33
68 32 52 40 34
69 33 53 41 34
70 34 53 42 34
71 35 54 43 35
72 36 54 44 35
73 37 55 45 35
74 38 55 46 36
75 39 56 47 36
76 40 56 48 36
77 41 57 49 37
78 41 57 50 37
79 42 58 51 37
80 42 58 52 37
81 43 59 53 38
82 43 59 54 38
83 44 60 55 38
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84 44 60 56 38
85 45 61 57 38
86 45 61 58 38
87 46 61 59 38
88 46 62 60 38
89 47 62 61 39
90 47 62 61 39
91 48 63 62 39
92 48 63 62 39
93 49 63 63 39
94 49 64 63 40
95 50 64 64 40
96 50 64 64 40
97 51 65 65 40
98 51 65 65 40
99 52 65 66 41
100 52 65 66 41
101 53 66 67 41
102 53 66 67 41
103 53 66 68 41
104 54 66 68 41
105 54 67 69 42
106 54 67 70 42
107 55 67 71 42
108 55 67 72 42
109 55 68 73 43
110 56 68 73 43
111 56 68 74 43
112 56 68 74 43
113 57 69 75 44
114 57 69 75 44
115 57 69 76 44
116 58 69 76 44
117 58 70 76 45
118 58 70 76 45
119 59 70 76 45
120 59 70 77 46
121 59 70 77 46
122 70 77 46
123 70 77 47
124 70 77 47
125 70 78 47
126 70 78
127 70 78
128 71 78
129 71 78
130 71 79
131 71 79
132 71 79
133 71 79
134 71
135 71
136 71
137 71
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福
岡
県
障
害
者
自
立
支
援
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
制
定
し
、
こ
こ
に
公
布
す
る
。

　
　

平
成
二
十
五
年
三
月
二
十
九
日

福
岡
県
知
事　
　

小　

川　
　

洋　
　

福
岡
県
規
則
第
十
五
号

　
　
　

福
岡
県
障
害
者
自
立
支
援
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

　

福
岡
県
障
害
者
自
立
支
援
法
施
行
細
則
（
平
成
十
九
年
福
岡
県
規
則
第
四
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。

　

題
名
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　
　
　

福
岡
県
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
施
行
細
則

　

第
一
条
中
「
障
害
者
自
立
支
援
法
」
を
「
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す

る
た
め
の
法
律
」
に
、
「
障
害
者
自
立
支
援
法
施
行
令
」
を
「
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を

総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
施
行
令
」
に
、
「
障
害
者
自
立
支
援
法
施
行
規
則
」
を
「
障
害
者
の

日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
施
行
規
則
」
に
、
「
指
定
相
談
支
援
事

業
者
」
を
「
指
定
一
般
相
談
支
援
事
業
者
」
に
改
め
る
。

　

第
二
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　

（
指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
の
指
定
等
の
申
請
）

第
二
条　

法
第
三
十
六
条
第
一
項
、
第
三
十
八
条
第
一
項
及
び
第
五
十
一
条
の
十
九
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
指
定
の
申
請
又
は
法
第
四
十
一
条
第
一
項
及
び
第
五
十
一
条
の
二
十
一
第
一
項
の
規
定
に
よ
る

更
新
の
申
請
は
、
指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
・
指
定
障
害
者
支
援
施
設
・
指
定
一
般
相
談
支

援
事
業
所
指
定
（
更
新
）
申
請
書
（
様
式
第
一
号
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

　

第
四
条
の
見
出
し
中
「
指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
」
の
下
に
「
等
」
を
加
え
、
同
条
第
一
項

中
「
及
び
第
二
項
」
を
「
及
び
第
三
項
並
び
に
第
五
十
一
条
の
二
十
五
第
一
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二

項
中
「
第
四
十
六
条
第
一
項
」
の
下
に
「
及
び
第
二
項
並
び
に
第
五
十
一
条
の
二
十
五
第
一
項
及
び
第

二
項
」
を
加
え
る
。

　

第
六
条
中
「
第
五
十
一
条
」
の
下
に
「
及
び
第
五
十
一
条
の
三
十
」
を
加
え
、
同
条
第
一
号
中
「
指

定
」
の
下
に
「
、
事
業
の
廃
止
又
は
指
定
の
取
消
し
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
指
定
等
」
と
い
う
。

）
」
を
加
え
、
同
条
第
二
号
中
「
指
定
」
の
下
に
「
等
」
を
加
え
、
同
条
第
三
号
中
「
、
事
業
の
廃
止

、
指
定
の
辞
退
又
は
指
定
の
取
消
し
」
を
「
等
又
は
指
定
の
辞
退
」
に
改
め
、
同
条
第
四
号
及
び
第
五

号
中
「
指
定
」
の
下
に
「
等
」
を
加
え
る
。

　
　
　

附
　
則

　

（
施
行
期
日
）

１　

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
八
条
第
二
項
第
六
号
の

表
伝
染
病
防
疫
作
業
手
当
の
項
の
改
正
規
定
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

　

（
こ
の
規
則
の
施
行
に
関
し
必
要
な
事
項
）

２　

こ
の
規
則
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
規
則
の
施
行
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
福
岡
県
職
員
の

給
与
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
三
十
二
年
福
岡
県
条
例
第
四
十
一
号
）
の
適
用
を
受
け
る
職
員
の
例
に

よ
る
。

　

福
岡
県
公
告
式
条
例
（
昭
和
二
十
五
年
福
岡
県
条
例
第
四
十
六
号
）
第
三
条
に
お
い
て
準
用
す
る
同

条
例
第
二
条
第
二
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
掲
示
し
た
も
の
を
、
こ
こ
に
再
掲
す
る
。

　

福
岡
県
職
員
の
職
の
設
置
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
制
定
し
、
こ
こ
に
公
布
す
る

。
　
　

平
成
二
十
五
年
三
月
二
十
九
日

福
岡
県
知
事　
　

小　

川　
　

洋　
　

福
岡
県
規
則
第
十
四
号

　
　
　

福
岡
県
職
員
の
職
の
設
置
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

　

福
岡
県
職
員
の
職
の
設
置
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
五
十
年
福
岡
県
規
則
第
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。

　

別
表
の
一　

本
庁
の
表
九
の
六
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

　
　
　

附
　
則

　

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

　

福
岡
県
公
告
式
条
例
（
昭
和
二
十
五
年
福
岡
県
条
例
第
四
十
六
号
）
第
三
条
に
お
い
て
準
用
す
る
同

条
例
第
二
条
第
二
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
掲
示
し
た
も
の
を
、
こ
こ
に
再
掲
す
る
。

防
災
危
機
管

９
の
６
の
２  

理
専
門
監

上
司
の
命
を
受
け
、
防
災
危
機
管
理

に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
専
門
事
項

に
関
す
る
も
の
を
掌
理
す
る
。
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「
付
表
十
四　
　
　
　

指
定
一
般
相
談
支
援
事
業
所
の
指
定
に　

第
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

係
る
記
載
事
項　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　

付
表
十
四
―
二　
　

他
の
事
業
所
又
は
施
設
の
従
事
者
と
兼　

第
二
条　

に
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　

務
す
る
地
域
移
行
支
援
・
地
域
定
着
支

　
　
　
　
　
　
　
　
　

援
に
従
事
す
る
者
に
つ
い
て　
　
　
　
　
　
　
　

」

「
別
紙
一　
　
　
　
　

介
護
給
付
費
等
の
算
定
に
係
る
体
制
等　

第
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

状
況
一
覧
表
そ
の
一
・
そ
の
二
・
そ
の　
　
　
　
　

を

　
　
　
　
　
　
　
　
　

三
・
そ
の
四　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」

「
別
紙
一　
　
　
　
　

介
護
給
付
費
等
の
算
定
に
係
る
体
制
等　

第
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

状
況
一
覧
表
そ
の
一
・
そ
の
二
・
そ
の　
　
　
　
　

に
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　

三　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」

「
別
紙
二
―
二　
　
　

従
業
者
の
勤
務
の
体
制
及
び
勤
務
形
態　

第
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

一
覧
表
（
障
害
者
支
援
施
設
）
そ
の
一

　
　
　
　
　
　
　
　
　

・
そ
の
二
・
そ
の
三　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

を

　

別
紙
二
―
三　
　
　

従
業
者
の
勤
務
の
体
制
及
び
勤
務
形
態　

第
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

一
覧
表
（
児
童
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
）　
　
　
　
　
　

」

「
別
紙
二
―
二　
　
　

従
業
者
の
勤
務
の
体
制
及
び
勤
務
形
態　

第
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

一
覧
表
（
障
害
者
支
援
施
設
）
そ
の
一　
　
　
　
　

に
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　

・
そ
の
二
・
そ
の
三　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」

「
別
紙
五　
　
　
　
　

障
害
基
礎
年
金
の
状
況　
　
　
　
　
　
　

第
二
条
」
を

「
別
紙
五　
　
　
　
　

障
害
基
礎
年
金
一
級
を
受
給
す
る
利
用　

第
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

者
の
状
況
（
重
度
障
害
者
支
援
体
制
加　
　
　
　
　

に
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　

算
に
係
る
届
出
書
）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」

「
別
紙
十
五　
　
　
　

特
定
事
業
所
加
算
に
係
る
届
出
書
そ
の　

第
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

一
・
そ
の
二
・
そ
の
三
・
そ
の
四
・
そ　
　
　
　
　

を

　
　
　
　
　
　
　
　
　

の
五　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」

「
別
紙
十
五　
　
　
　

特
定
事
業
所
加
算
に
係
る
届
出
書
そ
の　

第
二
条　

に
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　

一
・
そ
の
二
・
そ
の
三
・
そ
の
四　
　
　
　
　
　

」　
　

「
別
紙
十
六　
　
　
　

人
員
配
置
体
制
加
算
に
関
す
る
届
出
書　

第
二
条
」
を

　

第
七
条
の
二
第
一
項
中
「
様
式
第
四
十
一
号
」
を
「
様
式
第
七
号
の
二
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中

「
様
式
第
四
十
二
号
」
を
「
様
式
第
七
号
の
三
」
に
改
め
る
。

　

第
八
条
第
一
項
中
「
育
成
医
療
（
政
令
第
一
条
第
一
号
に
規
定
す
る
育
成
医
療
を
い
う
。
以
下
同
じ

。
）
又
は
」
を
削
り
、
「
第
一
条
第
三
号
」
を
「
第
一
条
の
二
第
三
号
」
に
改
め
、
「
育
成
医
療
に
係

る
申
請
に
あ
っ
て
は
自
立
支
援
医
療
費
（
育
成
医
療
）
支
給
認
定
申
請
書
（
様
式
第
八
条
）
に
よ
る
も

の
と
し
、
精
神
通
院
医
療
に
係
る
申
請
に
あ
っ
て
は
」
を
削
り
、
同
条
第
二
項
中
「
自
立
支
援
医
療
（

育
成
医
療
）
意
見
書
（
様
式
第
十
号
）
若
し
く
は
」
を
削
る
。

　

第
九
条
第
一
項
を
削
り
、
同
条
第
二
項
中
「
に
お
い
て
は
」
を
「
に
は
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
と

す
る
。

　

第
十
条
中
「
育
成
医
療
に
係
る
届
出
に
あ
っ
て
は
自
立
支
援
医
療
受
給
者
証
等
記
載
事
項
変
更
届
（

育
成
医
療
）
（
様
式
第
十
九
号
）
に
よ
る
も
の
と
し
、
精
神
通
院
医
療
に
係
る
届
出
に
あ
っ
て
は
」
を

削
る
。

　

第
十
一
条
第
一
項
を
削
り
、
同
条
第
二
項
を
同
条
と
す
る
。

　

第
十
二
条
第
一
項
中
「
指
定
の
申
請
」
の
下
に
「
又
は
法
第
六
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の

更
新
申
請
」
を
加
え
、
同
項
の
表
の
病
院
又
は
診
療
所
の
部
育
成
医
療
及
び
更
生
医
療
の
項
中
「
育
成

医
療
」
の
下
に
「
（
政
令
第
一
条
の
二
第
一
号
に
規
定
す
る
育
成
医
療
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
」
を

加
え
る
。

　

様
式
目
次
中　

「
様
式
第
一
号　
　
　

指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
・
指　

第
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

定
障
害
者
支
援
施
設
・
指
定
相
談
支
援　
　
　
　
　

を

　
　
　
　
　
　
　
　
　

事
業
所
指
定
申
請
書　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」

「
様
式
第
一
号　
　
　

指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
・
指　

第
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

定
障
害
者
支
援
施
設
・
指
定
一
般
相
談　
　
　
　
　

に
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　

支
援
事
業
所
指
定
（
更
新
）
申
請
書　
　
　
　
　

」

「
付
表
四　
　
　
　
　

児
童
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
指
定
に　

第
二
条　

を

　
　
　
　
　
　
　
　
　

係
る
記
載
事
項　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」　
　

「
付
表
四　
　
　
　
　

削
除　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」
に
、

「
付
表
十
四　
　
　
　

指
定
相
談
支
援
事
業
所
の
指
定
に
係
る　

第
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

記
載
事
項　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」
を



第３４８６号 増刊①福 岡 県 公 報平成 25 年４月９日　火曜日 14

　

様
式
第
九
号　
　
　

自
立
支
援
医
療
費
（
精
神
通
院　

第
八
条
第
一
項　

を

　
　
　
　
　
　
　
　
　

医
療
）
支
給
認
定
申
請
書

　

様
式
第
十
号　
　
　

自
立
支
援
医
療
（
育
成
医
療
）　

第
八
条
第
二
項

　
　
　
　
　
　
　
　
　

意
見
書　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」

「
様
式
第
七
号
の
二　

業
務
管
理
体
制
に
係
る
届　

第
七
条
の
二
第
一
項

　
　
　
　
　
　
　
　
　

出
書

　

様
式
第
七
号
の
三　

業
務
管
理
体
制
に
係
る
届　

第
七
条
の
二
第
二
項

　
　
　
　
　
　
　
　
　

出
事
項
変
更
届
出
書

　

様
式
第
八
号　
　
　

削
除　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

に
、

　

様
式
第
九
号　
　
　

自
立
支
援
医
療
費
（
精
神
通
院　

第
八
条
第
一
項

　
　
　
　
　
　
　
　
　

医
療
）
支
給
認
定
申
請
書

　

様
式
第
十
号　
　
　

削
除　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」　

「
様
式
第
十
三
号　
　

自
立
支
援
医
療
受
給
者
証
（
育　

第
九
条
第
一
項

　
　
　
　
　
　
　
　
　

成
医
療
）

　

様
式
第
十
四
号　
　

自
立
支
援
医
療
（
育
成
医
療
）　

第
九
条
第
一
項

　
　
　
　
　
　
　
　
　

自
己
負
担
上
限
額
管
理
票　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

を

　

様
式
第
十
五
号　
　

却
下
決
定
通
知
書
（
育
成
医
療　

第
九
条
第
一
項

　
　
　
　
　
　
　
　
　

）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」

「
様
式
第
十
三
号
か
ら
様
式
第
十
五
号
ま
で　
　

削
除　
　
　
　
　
　
　

」
に
、

「
様
式
第
十
九
号　
　

自
立
支
援
医
療
受
給
者
証
等
記
載
事
項　

第
十
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

変
更
届
（
育
成
医
療
）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」
を

「
様
式
第
十
九
号　
　

削
除　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」
に
、

「
様
式
第
二
十
一
号　

指
定
自
立
支
援
医
療
機
関
（
育
成
医　

第
十
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

療
・
更
生
医
療
）
指
定
（
変
更
）
申　
　
　
　
　
　

を

　
　
　
　
　
　
　
　
　

請
書
（
病
院
又
は
診
療
所
）　
　
　
　
　
　
　
　

」

「
様
式
第
二
十
一
号　

指
定
自
立
支
援
医
療
機
関
（
育
成
医　

第
十
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

療
・
更
生
医
療
）
〔
指
定
（
変
更
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　

・
指
定
更
新
〕
申
請
書
（
病
院
又
は　
　
　
　
　
　

に
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　

診
療
所
）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」　
　
　
　
　
　
　

「
別
紙
十
六　
　
　
　

人
員
配
置
体
制
加
算
に
関
す
る
届
出
書　

第
二
条

　

別
紙
十
六
―
二　
　

人
員
配
置
体
制
加
算
に
関
す
る
届
出
書　

第
二
条
」
に
、　

　

「
別
紙
二
十
一　
　
　

地
域
移
行
支
援
体
制
強
化
加
算
及
び
通　

第
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

勤
者
生
活
支
援
加
算
に
係
る
体
制　
　
　
　
　
　
　

を

　

別
紙
二
十
二　
　
　

夜
間
防
災
体
制
加
算
届
出
書　
　
　
　
　

第
二
条
」

「
別
紙
二
十
一　
　
　

地
域
移
行
支
援
体
制
強
化
加
算
及
び
通

　
　
　
　
　
　
　
　
　

勤
者
生
活
支
援
加
算
に
係
る
体
制
（
宿

　
　
　
　
　
　
　
　
　

泊
型
自
立
訓
練
事
業
所
）

　

別
紙
二
十
二　
　
　

夜
間
防
災
・
緊
急
時
支
援
体
制
加
算
届　

第
二
条　

に
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　

出
書
（
共
同
生
活
援
助
事
業
所
）

　

別
紙
二
十
二
―
二　

夜
間
防
災
・
緊
急
時
支
援
体
制
加
算
届　

第
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

出
書
（
宿
泊
型
自
立
訓
練
事
業
所
）　
　
　
　
　

」

「
別
紙
二
十
五　
　
　

心
的
外
傷
の
た
め
の
心
理
療
法
を
必
要　

第
二
条　

を

　
　
　
　
　
　
　
　
　

と
す
る
障
害
児　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」

「
別
紙
二
十
五　
　
　

心
的
外
傷
の
た
め
の
心
理
療
法
を
必
要　

第
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

と
す
る
障
害
児　
　
　
　
　
　
　
　
　

　

別
紙
二
十
六　
　
　

延
長
支
援
加
算
体
制
届
出
書　
　
　
　
　

第
二
条

　

別
紙
二
十
七　
　
　

送
迎
加
算
に
関
す
る
届
出
書　
　
　
　
　

第
二
条

　

別
紙
二
十
八　
　
　

緊
急
短
期
入
所
体
制
確
保
加
算
に
関
す　

第
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

る
届
出
書

　

別
紙
二
十
九　
　
　

通
勤
者
生
活
支
援
加
算
に
係
る
体
制
（　

第
二
条　

に
、　

　

　
　
　
　
　
　
　
　
　

共
同
生
活
介
護
事
業
所
、
共
同
生
活
援

　
　
　
　
　
　
　
　
　

助
事
業
所
）

　

別
紙
三
十　
　
　
　

看
護
職
員
配
置
加
算
に
係
る
届
出
書　
　

第
二
条

　

別
紙
三
十
一　
　
　

施
設
外
支
援
実
施
状
況
（
移
行
準
備
支　

第
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

援
体
制
加
算
I
に
係
る
届
出
書
）　
　
　
　
　
　

」

「
様
式
第
八
号　
　
　

自
立
支
援
医
療
（
育
成
医
療
）　

第
八
条
第
一
項

　
　
　
　
　
　
　
　
　

支
給
認
定
申
請
書
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別
紙　
　
　
　
　

訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
等
に
お
い　

第
十
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

て
指
定
訪
問
看
護
若
し
く
は
指
定
老

　
　
　
　
　
　
　
　
　

人
訪
問
看
護
又
は
指
定
居
宅
サ
ー
ビ

　
　
　
　
　
　
　
　
　

ス
（
介
護
保
険
法
第
七
条
第
八
項
に

　
　
　
　
　
　
　
　
　

規
定
す
る
訪
問
看
護
に
限
る
。
）
に

　
　
　
　
　
　
　
　
　

従
事
す
る
職
員
の
定
数　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」

「
様
式
第
二
十
五
号　

指
定
自
立
支
援
医
療
機
関
（
育
成
医　

第
十
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

療
・
更
生
医
療
）
〔
指
定
（
変
更
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　

・
指
定
更
新
〕
申
請
書
（
指
定
訪
問

　
　
　
　
　
　
　
　
　

看
護
事
業
者
等
）

　
　

別
紙　
　
　
　
　

訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
等
に
お
い　

第
十
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

て
指
定
訪
問
看
護
若
し
く
は
指
定
老

　
　
　
　
　
　
　
　
　

人
訪
問
看
護
又
は
指
定
居
宅
サ
ー
ビ

　
　
　
　
　
　
　
　
　

ス
（
介
護
保
険
法
第
八
条
第
四
項
に

　
　
　
　
　
　
　
　
　

規
定
す
る
訪
問
看
護
に
限
る
。
）
に

　
　
　
　
　
　
　
　
　

従
事
す
る
職
員
の
定
数　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

に
、

　

様
式
第
二
十
六
号　

指
定
自
立
支
援
医
療
機
関
（
精
神
通　

第
十
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

院
医
療
）
〔
指
定
・
指
定
更
新
〕
申

　
　
　
　
　
　
　
　
　

請
書
（
指
定
訪
問
看
護
事
業
者
等
）

　
　

別
紙　
　
　
　
　

訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
等
に
お
い　

第
十
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

て
指
定
訪
問
看
護
若
し
く
は
指
定
老

　
　
　
　
　
　
　
　
　

人
訪
問
看
護
又
は
指
定
居
宅
サ
ー
ビ

　
　
　
　
　
　
　
　
　

ス
（
介
護
保
険
法
第
八
条
第
四
項
に

　
　
　
　
　
　
　
　
　

規
定
す
る
訪
問
看
護
に
限
る
。
）
に

　
　
　
　
　
　
　
　
　

従
事
す
る
職
員
の
定
数　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」

「　

別
紙　
　
　
　
　

訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
等
に　

第
十
三
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

お
い
て
指
定
訪
問
看
護
若
し
く

　
　
　
　
　
　
　
　
　

は
指
定
老
人
訪
問
看
護
又
は
指

　
　
　
　
　
　
　
　
　

定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
（
介
護
保
険　
　
　
　
　
　
　
　

を

「
様
式
第
二
十
二
号　

指
定
自
立
支
援
医
療
機
関
（
精
神
通　

第
十
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

院
医
療
）
指
定
申
請
書
（
病
院
又
は　
　
　
　
　
　

を

　
　
　
　
　
　
　
　
　

診
療
所
）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」

「
様
式
第
二
十
二
号　

指
定
自
立
支
援
医
療
機
関
（
精
神
通　

第
十
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

院
医
療
）
〔
指
定
・
指
定
更
新
〕
申　
　
　
　
　
　

に
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　

請
書
（
病
院
又
は
診
療
所
）　
　
　
　
　
　
　
　

」

「
様
式
第
二
十
三
号　

指
定
自
立
支
援
医
療
機
関
（
育
成
医　

第
十
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

療
・
更
生
医
療
）
指
定
（
変
更
）
申　
　
　
　
　
　

を

　
　
　
　
　
　
　
　
　

書
（
薬
局
）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」

「
様
式
第
二
十
三
号　

指
定
自
立
支
援
医
療
機
関
（
育
成
医　

第
十
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

療
・
更
生
医
療
）
〔
指
定
（
変
更
）　
　
　
　
　
　

に
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　

・
指
定
更
新
〕
申
請
書
（
薬
局
）　
　
　
　
　
　

」

「
様
式
第
二
十
四
号　

指
定
自
立
支
援
医
療
機
関
（
精
神
通　

第
十
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

院
医
療
）
指
定
申
請
書
（
薬
局
）　
　
　
　

」　
　

を

「
様
式
第
二
十
四
号　

指
定
自
立
支
援
医
療
機
関
（
精
神
通　

第
十
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

院
医
療
）
〔
指
定
・
指
定
更
新
〕
申　
　
　
　
　
　

に
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　

請
書
（
薬
局
）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」

「
様
式
第
二
十
五
号　

指
定
自
立
支
援
医
療
機
関
（
育
成
医　

第
十
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

療
・
更
生
医
療
）
指
定
（
変
更
）
申　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　

請
書
（
指
定
訪
問
看
護
事
業
者
等
）

　
　

別
紙　
　
　
　
　

訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
等
に
お
い　

第
十
二
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

て
指
定
訪
問
看
護
若
し
く
は
指
定
老

　
　
　
　
　
　
　
　
　

人
訪
問
看
護
又
は
指
定
居
宅
サ
ー
ビ

　
　
　
　
　
　
　
　
　

ス
（
介
護
保
険
法
第
七
条
第
八
項
に

　
　
　
　
　
　
　
　
　

規
定
す
る
訪
問
看
護
に
限
る
。
）
に

　
　
　
　
　
　
　
　
　

従
事
す
る
職
員
の
定
数

　

様
式
第
二
十
六
号　

指
定
自
立
支
援
医
療
機
関
（
精
神
通　

第
十
二
条　

を

　
　
　
　
　
　
　
　
　

院
医
療
）
指
定
申
請
書
（
指
定
訪
問

　
　
　
　
　
　
　
　
　

看
護
事
業
者
等
）　
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法
第
七
条
第
八
項
に
規
定
す
る

　
　
　
　
　
　
　
　
　

訪
問
看
護
に
限
る
。
）
に
従
事

　
　
　
　
　
　
　
　
　

す
る
職
員
の
定
数　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」

「　

別
紙　
　
　
　
　

訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
等
に　

第
十
三
条

　
　
　
　
　
　
　
　
　

お
い
て
指
定
訪
問
看
護
若
し
く

　
　
　
　
　
　
　
　
　

は
指
定
老
人
訪
問
看
護
又
は
指

　
　
　
　
　
　
　
　
　

定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
（
介
護
保
険　
　
　
　
　
　

に
改
め
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　

法
第
八
条
第
四
項
に
規
定
す
る

　
　
　
　
　
　
　
　
　

訪
問
看
護
に
限
る
。
）
に
従
事

　
　
　
　
　
　
　
　
　

す
る
職
員
の
定
数　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」

「
様
式
第
四
十
一
号　

業
務
管
理
体
制
に
係
る
届
出　

第
七
条
の
二

　
　
　
　
　
　
　
　
　

書

　

様
式
第
四
十
二
号　

業
務
管
理
体
制
に
係
届
出　

第
七
条
の
二　
　

を
削
る
。　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　

事
項
変
更
届
出
書　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

」

　

様
式
第
一
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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指定障害福祉サービス事業所
指定障害者支援施設 指定（更新）申請書
指定一般相談支援事業所

平成　　年　　月　　日
福岡県知事　殿

　申請者 所在地
（設置者） 名　称

代表者 印

実施 実施

事業 事業

　て申請します。

代 表 者 の 住 所

（郵便番号　　　　　　　―　　　　　　）

申
請
者

（
設
置
者

）

フ　　リ　　ガ　　ナ

名　　　　　　　称

主たる事務所の所在地

（郵便番号　　　　　　　―　　　　　　）

　　　　　　　　　県　　　　　　　　　郡 ・市

　　５　　「○○事業所番号」欄には、申請を行う都道府県等において既に事業所としての指定を受け、番号が付番されている場合に、その事業

　　　　　　　　　県　　　　　　　　　郡 ・市

法人所轄庁

氏　　　　　名

様式第１号（第２条関係）

（備考）

○○事業所番号

　　１　　「受付番号」「事業所（施設）所在地市町村番号」欄には記載しないでください。

　　２　　「法人である場合その種別」欄には、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「社団法人」「財団法人」「株式会社」「有

　　　限会社」等の別を記載してください。

　　　所番号を記載してください。複数の番号を有する場合には、適宜様式を補正して、その全てを記載してください。

　　４　　「同一所在地において行う事業等の種類」欄には、今回申請をするもの及び既に指定を受けているものについて事業の種類を記載し、

　　　該当する欄には「○」を記載してください。

法人である場合その種別

代表者の職・氏名 職　　　　　名

受付番号

　　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に規定する指定障害福祉サービス事業所・指

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

　定障害者支援施設・指定一般相談支援事業所に係る指定（更新）を受けたいので、下記のとおり、関係書類を添え

事業所（施設）所在地市町村番号

　　３　　「法人所轄庁」欄には、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。

別紙のとおり

別紙のとおり

指定一般相談支援事業所
（地域移行支援） 付表１４

指定障害者支援施設 別紙のとおり

連絡先 電話番号

フ　リ　ガ　ナ

別紙のとおり

　　他の法律において既に指定を受けて

指
定
障
害
福
祉

サ
ー

ビ
ス
事
業
所

別紙のとおり

別紙のとおり

別紙のとおり

備　考
　事業開始予定年月日 　　いる事業等の指定年月日

様　　式

別紙のとおり

別紙のとおり

別紙のとおり

　　　　　　　　　県　　　　　　　　　郡 ・市
（郵便番号　　　　　　　―　　　　　　）

フ　リ　ガ　ナ

事業所（施設）の所在地

同一の法律において既に指定を受けている場合

別紙のとおり

別紙のとおり付表１４
指定一般相談支援事業所

（地域定着支援）

記入担当者名

指
定

（
更
新

）
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
所
・
施
設
の
種
類

　同一所在地において 　指定申請をする事業等の

名　　　　　称

　行う事業等の種類
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を

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

に
、

「障
害
者
自
立
支
援
法

」
を
「障

害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法

律

」
に
改
め
、
「
「基

準
上
の
必
要
値

」
」
を
削
る
。

　

様
式
第
一
号
付
表
四
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

付
表
４　

削
除

　
　
　
　
　

　

様
式
第
一
号
付
表
五
中

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

を

　　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

に
、

「障
害
者
自
立
支
援
法

」
を
「障

害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法

律

」
に
改
め
る
。

　

様
式
第
一
号
付
表
七
そ
の
一
か
ら
様
式
第
一
号
付
表
七
―
三
そ
の
二
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　

様
式
第
一
号
付
表
一
中

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

を

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

に
、

　

「障
害
者
自
立
支
援
法

」
を
「障

害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の

法
律

」
に
改
め
る
。

　

様
式
第
一
号
付
表
一
―
二
中

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

を

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

に
改
め
る
。

　

様
式
第
一
号
付
表
三
及
び
様
式
第
一
号
付
表
三
―
二
中

特
定
無
し
・
身
体
障
害
者
・
知
的
障
害
者
・
障
害
児
・
精
神
障
害
者

特
定
無
し
・
加
算
対
象
者
以
外

特
定
無
し
・
身
体
障
害
者
・
障
害
児　

特
定
無
し
・
知
的
障
害
者
・
障
害
児
・
精
神
障
害
者

特
定
無
し
・
身
体
障
害
者
・
知
的
障
害
者
・
障
害
児
・
精
神
障
害
者
・
難
病
等
対
象
者

特
定
無
し　

・　
加
算
対
象
者
以
外

特
定
無
し　

・　
身
体
障
害
者　

・　
障
害
児　

・　
難
病
等
対
象
者　

特
定
無
し
・
知
的
障
害
者
・
障
害
児
・
精
神
障
害
者
・
難
病
等
対
象
者

特
定
無
し
・
身
体
障
害
者
・
知
的
障
害
者
・
障
害
児
・
精
神
障
害
者

特
定
無
し
・
加
算
対
象
者
以
外

特
定
無
し
・
身
体
障
害
者
・
障
害
児　

特
定
無
し
・
知
的
障
害
者
・
障
害
児
・
精
神
障
害
者

特
定
無
し
・
身
体
障
害
者
・
知
的
障
害
者
・
障
害
児
・
精
神
障
害
者
・
難
病
等
対
象
者

特
定
無
し
・
加
算
対
象
者
以
外

特
定
無
し
・
身
体
障
害
者
・
障
害
児
・
難
病
等
対
象
者　

特
定
無
し
・
知
的
障
害
者
・
障
害
児
・
精
神
障
害
者
・
難
病
等
対
象
者

特
定
無
し

身
体
障
害
者

細
分
無
し

肢
体
不
自
由

視
覚
障
害

聴
覚
・
言
語

内
部
障
害

知
的
障
害
者

精
神
障
害
者

特
定
無
し
・
身
体
障
害
者
・
知
的
障
害
者
・
障
害
児
・
精
神
障
害
者

特
定
無
し
・
身
体
障
害
者
・
知
的
障
害
者
・
障
害
児
・
精
神
障
害
者
・
難
病
等
対
象
者

特
定
無
し

身
体
障
害
者

細
分
無
し

肢
体
不
自
由

視
覚
障
害

聴
覚
・
言
語

内
部
障
害

知
的
障
害
者

精
神
障
害
者

難
病
等
対
象
者
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付表７　　　共同生活介護事業所（ケアホーム）　　・　　共同生活援助事業所（グループホーム）

　　 　　の指定に係る記載事項　その１
※　指定申請する事業を○で囲んで下さい。

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

県

県 郡・市

共同生活援助事業

共同生活介護事業

担当者

一体的に管理運営される
他の事業所

サービス フリガナ
住 所管理責任者 氏　名

常勤（人）

非常勤（人）

専従 兼務

常勤換算後の人数（人）

フリガナ

主
た
る
事
業
所

ＦＡＸ番号

所在地 郡・市

管
理
者

受付番号

他の事業所、施設又は医療
機関の従業者との兼務（兼務
の場合記入）

事業所等の名称

連 絡 先 電話番号

名　　称

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

氏　名
住　所

フリガナ

第　　条 第　　項 第　　号

従業者の職種・員数
サービス管理責任者

専従

世話人

兼務 専従 兼務

当該事業の実施について定めてある定款・寄付行為等又は条例等

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

生活支援員

従業者数

兼務する職種
及び勤務時間
等

※　主たる事業所とは、複数の共同生活住居がある場合、当該事業所からいずれの共同生活住居に対して、概ね３０分程度で移動可能な範囲にある事業所をいう。

障害者支援施設等との連携体
制等

居宅介護従業者の外部委託の予定　　　　　　　　有　（月　　　時間）　　　　　　　　無

基準上の必要人数（人）

添付書類

別添のとおり(定款、寄付行為等及びその登記簿の謄本又は条例等、共同生活住居の構造概要及び平
面図、経歴書、運営規程、利用者(入所者)又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概
要、資産状況(貸借対照表・財産目録等)、設備・備品等一覧表、協力医療機関との契約内容がわかるも
の、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第36条第3項各号の規定に該当し
ない旨の誓約書及び役員等名簿　等)

名　称

苦情解決の措置概要 窓口（連絡先）

名　称 主な診療科名

連携施設の種別・名称

支援体制の概要

第三者評価の実施状況

その他参考となる事項

その他

している　・　していない

協力医療機関

協力歯科医療機関

各事業の利用定員数
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（郵便番号　　　　　－　　　　　）

県

③賃貸借契約の内容： ア　敷金　　　　　　イ　　礼金　　　　　ウ　　家賃　（月額）　　　　

エ　　契約期間　　　　　オ　　賃貸料がない理由

④住居の利用定員数　　　　　　　　人　　　

⑤居室数 室（うち個室　　　室）

⑥入居者１人当たりの居室の最小床面積 ㎡

主たる対象者　　　　　　　　　特定無し　・　身体障害者　・　知的障害者　・　精神障害者　・　難病等対象者

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

県

③賃貸借契約の内容： ア　敷金　　　　　　イ　　礼金　　　　　ウ　　家賃　（月額）　　　　

エ　　契約期間　　　　　オ　　賃貸料がない理由

④住居の利用定員数　　　　　　　　人　　　

⑤居室数 室（うち個室　　　室）

⑥入居者１人当たりの居室の最小床面積 ㎡

主たる対象者　　　　　　　　　特定無し　・　身体障害者　・　知的障害者　・　精神障害者　・　難病等対象者

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

県

③賃貸借契約の内容： ア　敷金　　　　　　イ　　礼金　　　　　ウ　　家賃　（月額）　　　　

エ　　契約期間　　　　　オ　　賃貸料がない理由

④住居の利用定員数　　　　　　　　人　　　

⑤居室数 室（うち個室　　　室）

⑥入居者１人当たりの居室の最小床面積 ㎡

主たる対象者　　　　　　　　　特定無し　・　身体障害者　・　知的障害者　・　精神障害者　・　難病等対象者

（付表７）　その２

連 絡 先 電話番号

名　　称

所在地 郡・市

共
同
生
活
住
居
①

グループホーム・ケアホームに供する建物形態

①住居区分：一戸建て、アパート、マンション、その他（　　　　）

②建物所有者名：

利用料

その他の費用

ＦＡＸ番号

フリガナ

名　　称

共
同
生
活
住
居
②

フリガナ

名　　称

所在地 郡・市

ＦＡＸ番号

グループホーム・ケアホームに供する建物形態

①住居区分：一戸建て、アパート、マンション、その他（　　　　）

利用料

その他の費用

連 絡 先 電話番号

②建物所有者名：

利用料

共
同
生
活
住
居
③

フリガナ

連 絡 先 電話番号

②建物所有者名：

所在地

その他の費用

ＦＡＸ番号

グループホーム・ケアホームに供する建物形態

①住居区分：一戸建て、アパート、マンション、その他（　　　　）

郡・市
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付表７－２　　共同生活介護事業所（地域移行型ホーム）　・　共同生活援助事業所（地域移行型ホーム）

　　 　　  の指定に係る記載事項　その１
※　指定申請する事業を○で囲んで下さい。

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

県

県 郡・市

共同生活援助事業（地域移行型ホーム）

共同生活介護事業（地域移行型ホーム）

担当者

所在地 郡・市

フリガナ

名　　称

他の事業所、施設又は医療
機関の従業者との兼務（兼務
の場合記入）

事業所等の名称

連 絡 先 電話番号

フリガナ

各事業の利用定員数

サービス

兼務する職種
及び勤務時間
等

受付番号

ＦＡＸ番号

住　所

サービス管理責任者

専従

世話人

兼務 専従 兼務

基準上の必要人数（人）

従業者数

常勤換算後の人数（人）

常勤（人）

非常勤（人）

主
た
る
事
業
所

生活支援員

専従 兼務

当該事業の実施について定めてある定款・寄付行為等又は条例等

管
理
者

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

氏　名

第　　条 第　　項 第　　号

従業者の職種・員数

苦情解決の措置概要 窓口（連絡先）

第三者評価の実施状況

障害者支援施設等との連携体
制等

連携施設の種別・名称

支援体制の概要

している　・　していない

その他参考となる事項

名　称

名　称 主な診療科名

その他

添付書類

別添のとおり(定款、寄付行為等及びその登記簿の謄本又は条例等、建物の構造概要及び平面図、経
歴書、運営規程、利用者(入所者)又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要、資産
状況(貸借対照表・財産目録等)、設備・備品等一覧表、協力医療機関との契約内容がわかるもの、入所
定員又は精神病院の精神病床数の減少計画書、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する
ための法律第36条第3項各号の規定に該当しない旨の誓約書及び役員等名簿　等)

※　主たる事業所とは、複数の共同生活住居がある場合、当該事業所からいずれの共同生活住居に対して、概ね３０分程度で移動可能な範囲にある事業所をいう。

協力医療機関

協力歯科医療機関

一体的に管理運営される
他の事業所

フリガナ
住 所

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

管理責任者 氏　名

同一敷地内にある入所施設又
は病院の名称及び所在地

居宅介護従業者の外部委託の予定　　　　　　　　有　（月　　　時間）　　　　　　　　無
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（郵便番号　　　　　－　　　　　）

県

③賃貸借契約の内容： ア　敷金　　　　　　イ　　礼金　　　　　ウ　　家賃　（月額）　　　　

エ　　契約期間　　　　　オ　　賃貸料がない理由

④住居の利用定員数　　　　　　人　

⑤居室数 室（うち個室　　　室）

⑥入居者１人当たりの居室の最小床面積 ㎡

主たる対象者　　　　　　　　　特定無し　・　身体障害者　・　知的障害者　・　精神障害者　・　難病等対象者

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

県

③賃貸借契約の内容： ア　敷金　　　　　　イ　　礼金　　　　　ウ　　家賃　（月額）　　　　

エ　　契約期間　　　　　オ　　賃貸料がない理由

④住居の利用定員数　　　　　　人　

⑤居室数 室（うち個室　　　室）

⑥入居者１人当たりの居室の最小床面積 ㎡

主たる対象者　　　　　　　　　特定無し　・　身体障害者　・　知的障害者　・　精神障害者　・　難病等対象者

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

県

③賃貸借契約の内容： ア　敷金　　　　　　イ　　礼金　　　　　ウ　　家賃　（月額）　　　　

エ　　契約期間　　　　　オ　　賃貸料がない理由

④住居の利用定員数　　　　　　人　

⑤居室数 室（うち個室　　　室）

⑥入居者１人当たりの居室の最小床面積 ㎡

主たる対象者　　　　　　　　　特定無し　・　身体障害者　・　知的障害者　・　精神障害者　・　難病等対象者

フリガナ

名　　称

（付表７－２）　その２

共
同
生
活
住
居
①

所在地 郡・市

連 絡 先

地域移行型ホームに供する建物形態

①住居区分：一戸建て、アパート、マンション、その他（　　　　）

②建物所有者名：

利用料

ＦＡＸ番号

その他の費用

連 絡 先 電話番号

ＦＡＸ番号

名　　称

電話番号

郡・市

連 絡 先

その他の費用

ＦＡＸ番号

①住居区分：一戸建て、アパート、マンション、その他（　　　　）

地域移行型ホームに供する建物形態

電話番号
共
同
生
活
住
居
③

フリガナ

名　　称

利用料

所在地

②建物所有者名：

共
同
生
活
住
居
②

フリガナ

地域移行型ホームに供する建物形態

①住居区分：一戸建て、アパート、マンション、その他（　　　　）

郡・市

②建物所有者名：

利用料

所在地

その他の費用
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付表７－３　　経過的居宅介護利用型共同生活介護事業所　　・　　共同生活援助事業所（グループホーム）

　 　 　の指定に係る記載事項　その１

※　指定申請する事業を○で囲んで下さい。

※　経過的居宅介護利用型共同生活介護事業所と一体的に行うグループホームについては、こちらの様式を使用して下さい。

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

県

県 郡・市

共同生活援助事業（グループホーム）

共同生活介護事業（経過的居宅介護利用型）

人

担当者

添付書類

別添のとおり(定款、寄付行為等及びその登記簿の謄本又は条例等、建物の構造概要及び平面図、経歴
書、運営規程、利用者(入所者)又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要、資産状況
(貸借対照表・財産目録等)、設備・備品等一覧表、協力医療機関との契約内容がわかるもの、(平成18年9
月30日において指定共同生活援助事業所に入居していた者のうち、居宅介護を利用していた者のサービ
ス提供実績記録表の写し)、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第36条第3
項各号の規定に該当しない旨の誓約書及び役員等名簿　等)

名　称

協力医療機関

協力歯科医療機関

名　称 主な診療科名

その他参考となる事項

その他

苦情解決の措置概要 窓口（連絡先）

第三者評価の実施状況 している　・　していない

各事業の利用定員数

常勤（人）

非常勤（人）

兼務

基準上の必要人数（人）

従業者数

常勤換算後の人数（人）

従業者の職種・員数
サービス管理責任者

専従

世話人

兼務 専従 兼務

生活支援員

住　所
氏　名

フリガナ

他の事業所、施設又は医療
機関の従業者との兼務（兼務
の場合記入）

事業所等の名称

受付番号

第　　条 第　　項 第　　号当該事業の実施について定めてある定款・寄付行為等又は条例等

主
た
る
事
業
所

郡・市

管
理
者

兼務する職種
及び勤務時間
等

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

ＦＡＸ番号

所在地

連 絡 先 電話番号

名　　称

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

管理責任者 氏　名

フリガナ

平成１８年９月３０日において、居宅介護（身体介護・家事援助・
日常生活支援）を利用している利用者数

一体的に管理運営される
他の事業所

サービス フリガナ
住 所

専従

障害者支援施設等との連携体
制等

連携施設の種別・名称

支援体制の概要
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（郵便番号　　　　　－　　　　　）

県

③賃貸借契約の内容： ア　敷金　　　　　　イ　　礼金　　　　　ウ　　家賃　（月額）　　　　

エ　　契約期間　　　　　オ　　賃貸料がない理由

④住居の利用定員数　　　　　　人　　　

⑤居室数 室（うち個室　　　室）

⑥入居者１人当たりの居室の最小床面積 ㎡

主たる対象者　　　　　　　　　特定無し　・　身体障害者　・　知的障害者　・　精神障害者　・　難病等対象者

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

県

③賃貸借契約の内容： ア　敷金　　　　　　イ　　礼金　　　　　ウ　　家賃　（月額）　　　　

エ　　契約期間　　　　　オ　　賃貸料がない理由

④住居の利用定員数　　　　　　人　　　

⑤居室数 室（うち個室　　　室）

⑥入居者１人当たりの居室の最小床面積 ㎡

主たる対象者　　　　　　　　　特定無し　・　身体障害者　・　知的障害者　・　精神障害者　・　難病等対象者

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

県

③賃貸借契約の内容： ア　敷金　　　　　　イ　　礼金　　　　　ウ　　家賃　（月額）　　　　

エ　　契約期間　　　　　オ　　賃貸料がない理由

④住居の利用定員数　　　　　　人　　　

⑤居室数 室（うち個室　　　室）

⑥入居者１人当たりの居室の最小床面積 ㎡

主たる対象者　　　　　　　　　特定無し　・　身体障害者　・　知的障害者　・　精神障害者　・　難病等対象者

①住居区分：一戸建て、アパート、マンション、その他（　　　　）

所在地

共
同
生
活
住
居
③

フリガナ

郡・市

②建物所有者名：

利用料

その他の費用

ＦＡＸ番号

グループホーム・ケアホーム（経過的居宅介護利用型）に供する建物形態

連 絡 先

連 絡 先 電話番号

②建物所有者名：

利用料

その他の費用

名　　称

ＦＡＸ番号

グループホーム・ケアホーム（経過的居宅介護利用型）に供する建物形態

①住居区分：一戸建て、アパート、マンション、その他（　　　　）

共
同
生
活
住
居
②

フリガナ

名　　称

所在地 郡・市

連 絡 先 電話番号

名　　称

ＦＡＸ番号

所在地 郡・市

電話番号
共
同
生
活
住
居
①

グループホーム・ケアホーム（経過的居宅介護利用型）に供する建物形態

①住居区分：一戸建て、アパート、マンション、その他（　　　　）

②建物所有者名：

利用料

その他の費用

フリガナ

（付表７－３）　その２
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常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律

」
に
改
め
、
「
「基

準
上
の
必
要
値

」
」

を
削
る
。

　

様
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付表１４

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

県 郡・市

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

当該相談支援事業所における相談支援専門員との兼務の有無

従業者の職種・員数（人）

（備考）

１　地域移行支援事業と地域定着支援事業の両方の指定を申請する場合についても、本様式１枚にまとめて提出して

　ください。

２　「受付番号」欄は、記入しないでください。

３　「兼務」については、指定特定相談支援事業所、指定障害児相談支援事業所との兼務は除く。

４　「常時の連絡体制」については、営業時間以外の事業所の人員体制（宿直等）や利用者との連絡体制を含め、具体

　的に記載してください。

５　「主な掲示事項」については、本欄の記載を省略し、別添資料として添付して差し支えありません。

６　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は別様に記載した書類を添付してください。

管
理
者

事業所の名称

事業の種類

兼務する職種

勤務時間

フリガナ

住所

FAX番号

当該事業について定めてある定款・寄付行為等の条文 　第　　　　条　第　　　　項　第　　　　号

電話番号

事
業
所 所在地

指定一般相談支援事業所の指定に係る記載事項

受付番号

営業日

　　有　　・　　無　　他の事業所又は施設の従業者との兼務（有の場合、付表14－2に記載）

フリガナ

氏名

名　　称

生年月日

連絡先

地域移行支援・地域定着支援に従事する者

兼　　　　　務

常勤（人）

　　有　　・　　無　　

　　有　　・　　無　　他の事業所又は施設の従業者との兼務（有の場合、以下に記載）

専　　　　　従

そ の 他 の 者

専　　　　　従 兼　　　　　務

その他の費用

通常の事業実施地域

主
な
掲
示
事
項

常時の連絡体制の
確保の具体的方法

（地域定着支援のみ）

相 談 支 援 専 門 員

営業時間

主たる対象者 特 定 無 し　・　身 体 障 害 者　　・　　知 的 障 害 者　　・　　精 神 障 害 者　　・　　障　害　児　・　難 病 等 対 象 者　

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）

添付書類

別添のとおり（定款及び登記簿謄本又は条例等、事業所の平面図、運営規程、経歴書、利用者（入所者）からの
苦情を解決するために講ずる措置の概要、資産状況（貸借対照表・財産目録等）、障害者の日常生活及び社会
生活を総合的に支援するための法律第５１条第２項において準用する同法第３６条第３項の規定に該当しない
旨の誓約書及び役員等名簿　等）
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付表１４－２ 他の事業所又は施設の従事者と兼務する地域移行支援・地域定着支援に従事する者について

勤務時間

5

氏　　　　名 事業所の名称

フリガナ 事業の種類 兼務する職種

氏名 勤務時間

4

氏　　　　名 事業所の名称

フリガナ 事業の種類 兼務する職種

氏名

勤務時間

3

氏　　　　名 事業所の名称

フリガナ 事業の種類 兼務する職種

氏名 勤務時間

2

氏　　　　名 事業所の名称

フリガナ 事業の種類 兼務する職種

氏名

他の事業所又は施設の従業者と兼務する地域移行支援・地域定着支援に従事する者を全て記載してください。

1

氏　　　　名 事業所の名称

フリガナ 事業の種類 兼務する職種

氏名 勤務時間
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様
式
第
一
号
付
表
十
五
そ
の
一
及
び
様
式
第
一
号
付
表
十
五
そ
の
二
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



第３４８６号 増刊①福 岡 県 公 報平成 25 年４月９日　火曜日31

平成　　年　　月　　日

殿

届出者 所 在 地

事業者名

代表者名 印

付表１５　その１

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

　　　　　　　県　　　　　　　　郡市

管理者の氏名 氏名

ＦＡＸ番号連絡先 電話番号

職名

管理者の住所

届
出
者

(

法
人
設
置
者
）

主たる事業所・
施設の所在地

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

　　　　　　　県　　　　　　　　郡市

事
業
所
・
施
設
の
状
況

職名

　　　　　　　県　　　　　　　　郡市

氏名

法人の種別

代表者の職・氏名

法人所轄庁

電話番号 ＦＡＸ番号

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

　　　　　　　県　　　　　　　　郡市主たる事務所
の所在地

名称

フリガナ

代表者の住所

連絡先

　このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。

福 岡 県 知 事

介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書

事業所番号
（新規の場合空欄）

フリガナ

名称
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付表１５　その２

注３　「実施事業」欄は、該当する欄に「○」を記入してください。

注４　「異動等の区分」欄は、今回届出を行う事業所・施設について該当する数字に「○」を記入してください。

１ 新規　２ 変更　３ 終了就労継続支援

注１　「法人の種別欄」は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」、「医療法人」、「社団法人」、「財団法
　　人」、「株式会社」、「有限会社」等の別を記入してください。

１ 新規　２ 変更　３ 終了

１ 新規　２ 変更　３ 終了

１ 新規　２ 変更　３ 終了

異動等の区分

１ 新規　２ 変更　３ 終了

１ 新規　２ 変更　３ 終了

１ 新規　２ 変更　３ 終了

１ 新規　２ 変更　３ 終了

１ 新規　２ 変更　３ 終了

１ 新規　２ 変更　３ 終了

１ 新規　２ 変更　３ 終了

１ 新規　２ 変更　３ 終了

１ 新規　２ 変更　３ 終了

１ 新規　２ 変更　３ 終了

短期入所

生活介護

療養介護

行動援護

指定年月日

就労移行支援

届
出
を
行
う
事
業
所
・
施
設
の
種
類

介
護
給
付

訓
練
等
給
付 共同生活援助

同一所在地において行
う事業等の種類（同じ
事業所番号のもの）

重度障害者等包括支援

異動年月日
異動項目

（※変更の場合）
実施
事業

自立訓練

施設入所支援

共同生活介護

同行援護

重度訪問介護

居宅介護

注６　「特記事項」欄は、異動の状況について具体的に記載してください。

変更後

関係書類 別紙のとおり

特
記
事
項

変更前

注５　「異動項目」欄は、（別添７）「介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表」に掲げる加算・減算等の項目を
　　記載してください。

注２　「法人所轄庁」欄は、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。
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様
式
第
一
号
別
紙
一
そ
の
一
か
ら
様
式
第
一
号
別
紙
一
そ
の
三
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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りあ．２　　しな．１　過超員定

型療医．２　　型祉福．１　分区設施

キャリアパス区分（※4）

　　　１．Ⅰ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たす）
　　　２．Ⅲ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たさない）
　　　３．Ⅱ（キャリアパス要件を満たさない）
　　　４．Ⅱ（定量的要件を満たさない）

りあ．２　　しな．１　象対算加善改遇処員職護介・祉福

りあ．２　　しな．１　制体所入期短急緊

１．なし ．２その他栄養士 ３．常勤栄養士 ４．常勤管理栄養士

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

主たる事業所サービス種類（※7） サービス種類コード（　　）

りあ．２　　しな．１　制体供提事食

りあ．２　　しな．１　制体迎送

りあ．２　　しな．１　如欠員職

りあ．２　　しな．１　算加型独単

栄養士配置

　　　１．Ⅰ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たす）
　　　２．Ⅲ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たさない）
　　　３．Ⅱ（キャリアパス要件を満たさない）
　　　４．Ⅱ（定量的要件を満たさない）

りあ．２　　しな．１　）度重（制体迎送

りあ．２　　しな．１　象対算加善改遇処員職護介・祉福

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

短期入所

りあ．２　　しな．１　制体供提事食

主たる事業所サービス種類（※7） サービス種類コード（　　）

キャリアパス区分（※4）

りあ．２　　しな．１　制体迎送

りあ．３　　しな．１　制体援支長延

りあ．２　　しな．１　制体援支等覚聴・覚視

りあ．２　　しな．１　算加ンョシーテリビハリ

りあ．２　　しな．１　制体置配員人

りあ．２　　しな．１　）6※（等置配員職門専祉福

　１．なし　　２．あり

りあ．２　　しな．１　如欠員職

上以人18員定．２　　しな．１　所業事模規大

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

キャリアパス区分（※4）

　　　１．Ⅰ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たす）
　　　２．Ⅲ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たさない）
　　　３．Ⅱ（キャリアパス要件を満たさない）
　　　４．Ⅱ（定量的要件を満たさない）

生活介護

１．21人以上40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上
５．20人以下

りあ．２　　しな．１　象対算加善改遇処員職護介・祉福

１．21人以上40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上
５．20人以下

１．Ⅰ型(1.7:1)
２．Ⅱ型(2:1)
３．Ⅲ型(2.5:1)
４．Ⅳ型(3:1)
５．Ⅴ型(3.5:1)
６．Ⅵ型(4:1)
７．Ⅶ型(4.5:1)
８．Ⅷ型(5:1)
９．Ⅸ型(5.5:1)
10．Ⅹ型(6:1)

能機多模規小．２　　般一．１　分区設施

定員超過

りあ．２　　しな．１　）6※（等置配員職門専祉福

りあ．２　　しな．１　制体置配員人

りあ．２　　しな．１　過超員定

りあ．２　　しな．１　如欠員職

　　　１．Ⅰ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たす）
　　　２．Ⅲ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たさない）
　　　３．Ⅱ（キャリアパス要件を満たさない）
　　　４．Ⅱ（定量的要件を満たさない）

療養介護

１．40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上

１．Ⅰ型
２．Ⅱ型
３．Ⅲ型
４．Ⅳ型
５．Ⅴ型

りあ．２　　しな．１　）5※（象対例特

　１．なし　　２．Ⅰ　３．Ⅱ　４．Ⅲ

りあ．２　　しな．１　象対算加善改遇処員職護介・祉福

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり
行動援護

特定事業所

キャリアパス区分（※4）

りあ．２　　しな．１　象対算加善改遇処員職護介・祉福

キャリアパス区分（※4）

　　　１．Ⅰ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たす）
　　　２．Ⅲ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たさない）
　　　３．Ⅱ（キャリアパス要件を満たさない）
　　　４．Ⅱ（定量的要件を満たさない）

キャリアパス区分（※4）

　　　１．Ⅰ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たす）
　　　２．Ⅲ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たさない）
　　　３．Ⅱ（キャリアパス要件を満たさない）
　　　４．Ⅱ（定量的要件を満たさない）

Ⅲ．４　Ⅱ．３　Ⅰ．２　　しな．１　所業事定特

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

Ⅲ．４　Ⅱ．３　Ⅰ．２　　しな．１　所業事定特

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

りあ．２　　しな．１　象対算加善改遇処員職護介・祉福

りあ．２　　しな．１　象対算加善改遇処員職護介・祉福

キャリアパス区分（※4）

　　　１．Ⅰ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たす）
　　　２．Ⅲ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たさない）
　　　３．Ⅱ（キャリアパス要件を満たさない）
　　　４．Ⅱ（定量的要件を満たさない）

Ⅲ．４　Ⅱ．３　Ⅰ．２　　しな．１　所業事定特

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

　　１．一級地　２．二級地　３．三級地　４．四級地　５．五級地
　　６．六級地　７．七級地　８．八級地　９．九級地　10．十級地
　　11．十一級地　12．十二級地　13．十三級地　14．十四級地
　　15．十五級地　16．十六級地　17．十七級地　18．十八級地
　　19．十九級地　20．その他

介
護
給
付
費

居宅介護

重度訪問介護

同行援護

各サービス共通 地域区分（※3）

介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表

提供サービス 定員数 定員規模
多機能型等

　　定員区分（※1）
人員配置区分

（※2）
その他該当する体制等

適用開始日
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主たる事業所サービス種類（※7） サービス種類コード（　　）

重度障害者等包括支援

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

キャリアパス区分（※4）

　　　１．Ⅰ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たす）
　　　２．Ⅲ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たさない）
　　　３．Ⅱ（キャリアパス要件を満たさない）
　　　４．Ⅱ（定量的要件を満たさない）

夜間防災・緊急時支援体制（Ⅱ） 　１．なし　　２．あり

福祉・介護職員処遇改善加算対象 　１．なし　　２．あり

送迎体制 　１．なし　　２．あり

夜間防災・緊急時支援体制（Ⅰ） 　１．なし　　２．あり

食事提供体制 　１．なし　　２．あり

看護職員配置 　１．なし　　２．あり

通勤者生活支援 　１．なし　　２．あり

地域生活移行個別支援 　１．なし　　２．あり

短期滞在 　１．なし　　２．宿直体制　　３．夜勤体制

精神障害者退院支援施設 　１．なし　　２．宿直体制　　３．夜勤体制

地域移行支援体制強化 　１．なし　　２．あり

リハビリテーション加算 　１．なし　　２．あり

視覚・聴覚等支援体制 　１．なし　　２．あり

福祉専門職員配置等（※6） 　１．なし　　２．あり

標準期間超過 　１　なし　　２　あり

職員欠如 　１．なし　　２．あり

定員超過 　１．なし　　２．あり

視覚障害機能訓練専門職員配置 　１．なし　　２．あり

キャリアパス区分（※4）

　　　１．Ⅰ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たす）
　　　２．Ⅲ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たさない）
　　　３．Ⅱ（キャリアパス要件を満たさない）
　　　４．Ⅱ（定量的要件を満たさない）

訪問訓練 　１．なし　　２．あり

施設区分 １．機能訓練　　２．生活訓練　　３．生活訓練（宿泊型）

福祉・介護職員処遇改善加算対象 　１．なし　　２．あり

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

夜間看護体制 　１．なし　　２．あり

地域生活移行個別支援 　１．なし　　２．あり

重度障害者支援Ⅰ体制（重度） 　１．なし　　２．あり

重度障害者支援Ⅱ体制 　１．なし　　２．あり

夜勤職員配置体制 　１．なし　　２．あり

重度障害者支援Ⅰ体制 　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

職員欠如 　１．なし　　２．あり

栄養士配置減算対象 １．なし　２．非常勤栄養士　３．栄養士未配置

福祉・介護職員処遇改善加算対象 　１．なし　　２．あり

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

キャリアパス区分（※4）

　　　１．Ⅰ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たす）
　　　２．Ⅲ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たさない）
　　　３．Ⅱ（キャリアパス要件を満たさない）
　　　４．Ⅱ（定量的要件を満たさない）

施設入所支援

１．40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上

１．40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上

通勤者生活支援 　１．なし　　２．あり

定員超過

　１．なし　　２．あり

自立生活支援体制 　１．なし　　２．あり

地域生活移行個別支援 　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

夜間支援体制（Ⅰ） 　１．なし　　２．あり（対象利用者数　　　人）　

夜間支援体制（Ⅱ） 　１．なし　　２．あり

　１．非該当　２．該当

大規模住居等
１．なし　　２．定員8人以上　３．定員21人以上

４．定員21人以上（一体的な運営が行われている場合）

職員欠如 　１．なし　　２．あり

共同生活介護
１．Ⅰ型（4：1）
２．Ⅱ型（5：1）
３．Ⅲ型（6：1）

経過的居宅介護利用型

福祉専門職員配置等（※6）

重度障害者支援体制

　１．なし　　２．あり

キャリアパス区分（※4）

　　　１．Ⅰ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たす）
　　　２．Ⅲ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たさない）
　　　３．Ⅱ（キャリアパス要件を満たさない）
　　　４．Ⅱ（定量的要件を満たさない）

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

提供サービス 定員数 定員規模
多機能型等

　　定員区分（※1）
人員配置区分

（※2）
その他該当する体制等

適用開始日

別紙１その２

自立訓練

１．21人以上40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上
５．20人以下

福祉・介護職員処遇改善加算対象
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注３

注４

注５

注６

注７

 たしているものとみなす特例措置の対象を設定してください。

「福祉専門職員配置等」欄について、福祉専門職配置等加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）の要件を満たす事業所は「２あり」を設定してください。

「地域区分」欄は、年度ごとに次に示す区分の中から、該当する地域区分を設定してください。
　・平成24年度：①～⑯、⑳
　・平成25年度：①～⑬、⑳
　・平成26年度：①～⑳
　・平成27年度以降：①～⑥、⑳

 18歳以上の障害児施設入所者への対応として、児童福祉法に基づく指定基準を満たすことをもって、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定基準を満

　　　１．Ⅰ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たす）
　　　２．Ⅲ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たさない）
　　　３．Ⅱ（キャリアパス要件を満たさない）
　　　４．Ⅱ（定量的要件を満たさない）

１．Ⅲ型(6:1)
 ２．Ⅳ型(10:1)
３．Ⅰ型(4:1)
４．Ⅱ型(5:1)

通勤者生活支援

「キャリアパス区分」欄は、福祉・介護職員処遇改善加算対象が「２．あり」で設定されていた場合に設定してください。

　１．なし　　２．あり

りあ．２　　しな．１　象対算加善改遇処員職護介・祉福

「主たる事業所サービス種類」欄には、福祉・介護職員処遇改善加算対象、又は福祉・介護職員処遇改善特別加算対象が「２あり」であり、障害者支援施設における日中活動系サービスの場
合「32:施設入所支援」を設定してください。短期入所については、指定共同生活介護事業所において行った場合は「31：共同生活介護」、指定共同生活援助事業所において行った場合は「33
：共同生活援助」、指定宿泊型自立訓練事業所において行った場合は「34：宿泊型自立訓練」、単独型事業所において行った場合は「22：生活介護」を設定してください。

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

キャリアパス区分（※4）

りあ．２　　しな．１　援支別個行移活生域地

りあ．２　　しな．１　援支活生立自

りあ．２　　しな．１　）Ⅱ（制体援支時急緊・災防間夜

夜間防災・緊急時支援体制（Ⅰ） 　１．なし　　２．あり（対象利用者数　　　人）　

りあ．２　　しな．１　）6※（等置配員職門専祉福

りあ．２　　しな．１　如欠員職

主たる事業所サービス種類（※7） サービス種類コード（　　）

上以人12員定．３　上以人8員定．２　　しな．１居住模規大

当該．２　　当該非．１　型用利護介宅居的過経

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

キャリアパス区分（※4）

　　　１．Ⅰ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たす）
　　　２．Ⅲ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たさない）
　　　３．Ⅱ（キャリアパス要件を満たさない）
　　　４．Ⅱ（定量的要件を満たさない）

就労継続A型利用者負担減免 　１．なし　　２．減額（　　　　円）　　３．免除

りあ．２　　しな．１　象対算加善改遇処員職護介・祉福

りあ．２　　しな．１　制体迎送

りあ．２　　しな．１　制体供提事食

型Ⅱ．３　型Ⅰ．２　　しな．１　成達賃工標目

りあ．２　　しな．１　置配員導指成達賃工標目

Ⅲ．４　　Ⅱ．３　　Ⅰ．２　　しな．１　制体援支者度重

りあ．２　　しな．１　制体援支行移労就

りあ．２　　しな．１　）6※（等置配員職門専祉福

りあ．２　　しな．１　制体援支等覚聴・覚視

りあ．２　　しな．１　過超員定

りあ．２　　しな．１　如欠員職

主たる事業所サービス種類（※7） サービス種類コード（　　）

就労継続支援

１．21人以上40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上
５．20人以下

１．21人以上40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上
５．20人以下

１．Ⅰ型(7.5:1)
２．Ⅱ型(10:1)

型Ｂ．２　　型Ａ．１  分区設施

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

キャリアパス区分（※4）

　　　１．Ⅰ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たす）
　　　２．Ⅲ（キャリアパス要件及び定量的要件のいずれも満たさない）
　　　３．Ⅱ（キャリアパス要件を満たさない）
　　　４．Ⅱ（定量的要件を満たさない）

りあ．２　　しな．１　制体迎送

りあ．２　　しな．１　象対算加善改遇処員職護介・祉福

りあ．２　　しな．１　制体供提事食

りあ．２　　しな．１　制体援支備準行移

就労移行支援体制

１．なし
２．定着率が５分以上１割５分未満
３．定着率が１割５分以上２割５分未満
４．定着率が２割５分以上３割５分未満
５．定着率が３割５分以上４割５分未満
６．定着率が４割５分以上

制体勤夜．３　　制体直宿．２　　しな．１　設施援支院退者害障神精

りあ．２　　しな．１　）6※（等置配員職門専祉福

りあ．２　　しな．１　制体援支等覚聴・覚視

りあ．２　　しな．１　了修修研係関援支労就

りあ．２　　しな．１　過超員定

りあ．２　　しな．１　過超間期準標

型得取格資．２　　型般一．１　分区設施

りあ．２　　しな．１　如欠員職

就労定着実績区分 　１．なし　　２．過去3年間の定着率が0　３．過去4年間の定着率が0

適用開始日

就労移行支援

１．21人以上40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上
５．20人以下

共同生活援助

提供サービス 定員数 定員規模
多機能型等

　　定員区分（※1）
人員配置区分

（※2）
その他該当する体制等

別紙１その３

注１

注２「人員配置区分」欄には、報酬算定上の区分を設定してください。

「多機能型等定員区分」欄には、多機能型事業所又は複数の単位でサービス提供している事業所において、一体的な管理による定員と当該サービス種類または単位における定員が異なる場
合に設定してください。
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様
式
第
一
号
別
紙
一
そ
の
四
及
び
様
式
第
一
号
別
紙
二
―
三
を
削
る
。

　

様
式
第
一
号
別
紙
四
中
「15点

」
を
「８

点

」
に
改
め
る
。

　

様
式
第
一
号
別
紙
五
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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平成　　年　　月　　日

（ Ａ ）

（ Ｂ ）

（ Ｃ ）

（Ⅰ）
50％～

（Ⅱ）
25％～50％

（Ⅲ）
5％～25％

類型

移行
年月（日）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

注１．　本表は前年度の障害基礎年金１級を受給する利用者を記載してください。

注２．　重度者支援体制加算を算定する場合に作成し、都道府県知事に届け出てください。

注３．　重度者支援体制加算（Ⅲ）については、特定旧法指定施設から移行した事業所のみ算定可能です。

障害基礎年金１級を受給する利用者の状況　（重度障害者支援体制加算に係る届出書）

当該施設の前年度の平均実利用者

うち障害基礎年金１級を受給する利用者

氏　　名

（Ｂ）／（Ａ）　

重度者支援体制加算

移行状況記入欄
※　（Ⅲ）を算定する場合のみ記入

別紙５
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様
式
第
一
号
別
紙
八
中
「短

期
滞
在
加
算
及
び

」
、
「短

期
滞
在
及
び

」
、
「短

期
滞
在
加
算

（Ⅰ
）又

は

」
及
び
「短

期
滞
在
加
算

（Ⅱ

）又
は

」
を
削
り
、
同
様
式
注
３
中
「支

援
体
制

」
の
次
に
「

の
内
容

」
を
加
え
る
。

　

様
式
第
一
号
別
紙
十
一
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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別紙11 平成　　年　　月　　日

電 話 番 号

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

夜間支援体制
の確保が必要

な理由

夜間支援する対象者数及び障害程度区分

夜間支援体制
加算（Ⅱ）

利用者の緊急
事態等に対応

するための連絡
体制・支援体制
の確保の具体

的方法

※１　夜間支援体制加算（Ⅰ）については、１人の夜間支援従事者が支援を行う状況ごとに記入して下さい。

※４　夜間支援体制加算（Ⅱ）については、事業所の人員体制や利用者との連絡体制を含め、具体的に記入して下
　　さい。

5
夜間支援体制を

確保している時間

※２　夜間支援体制加算（Ⅰ）については、例えば、共同生活住居が４カ所ある場合、夜間支援従事者Ａが２カ所、
　　夜間支援従事者Ｂが２カ所の夜間支援を行う場合、それぞれ別に記入して下さい。
※３　夜間支援体制加算（Ⅱ）については、利用者の緊急事態等に対応するための連絡体制・支援体制を確保して
　　　いる事業所ごとに記入して下さい。

対象者数及び
障害程度区分

合計

配置場所からケアホームと

の間の連絡体制状況
（非常通報装置、携帯電話等）

6 その他

夜間支援従事者を配
置している場所

2

3

複数のケアホームの
夜間支援を行っている

場合など、配置場所から
ケアホームまでの移動時間

4

夜間支援体制加算届出書

事 業 所 の 所 在 地

担当者名

夜間支援体制
加算（Ⅰ） １人の夜間支援

従事者（専従）
が夜間支援を
行う人数等

対象者数及び
障害程度区分

共同生活住居名①

事 業 所 名

連絡先

1 共同生活住居名②
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様
式
第
一
号
別
紙
十
五
そ
の
一
、
様
式
第
一
号
別
紙
十
五
そ
の
二
及
び
様
式
第
一
号
別
紙
十
五
そ
の

三
中
「で

あ
る
者

」
の
次
に
「及

び
た
ん
の
吸
引
等
を
必
要
と
す
る
者

」
を
加
え
、
「障

害
者
自
立
支

援
法

」
を
「障

害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律

」
に
改
め
る
。

　

様
式
第
一
号
別
紙
十
五
そ
の
四
を
削
る
。

　

様
式
第
一
号
別
紙
十
五
そ
の
五
中
「で

あ
る
者

」
の
次
に
「及

び
た
ん
の
吸
引
等
を
必
要
と
す
る
者

」
を
加
え
、
「障

害
者
自
立
支
援
法

」
を
「障

害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す

る
た
め
の
法
律

」
に
改
め
、
同
様
式
を
様
式
第
一
号
別
紙
十
五
そ
の
四
と
す
る
。

　

様
式
第
一
号
別
紙
十
六
中
「障

害
者
自
立
支
援
法

」
を
「障

害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総

合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律

」
に
改
め
、
同
様
式
の
次
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る
。
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事業所の名称

１　異動区分

２　申請する加算区分 人員配置体制加算（　　　　Ⅰ　　　　・　　　　Ⅱ　　　　　　　）

前年度の利用者数の
平 均 値

人

４　人員配置の状況 常勤 非常勤 合計

人 人 人

5　人員体制 常勤換算で（　　　１．７：１　　　　・　　　　２．５：１　　　　）以上

備考１　「異動区分」欄については、該当する番号に○を付してください。

　　２　「申請する加算区分」には、該当する番号（Ⅰ～Ⅱ）に○を付してください。

　　３　「人員配置の状況」の非常勤には常勤換算方法による職員数を記載してください。

　　４　「人員体制」には、該当する人員体制に○を付してください。

平成　　年　　月　　日

人員配置体制加算に関する届出書

１　新規　　　　　　　　　２　変更　　　　　　　　　　３　終了

３　利用者数

　  　心身障害児施設又は指定医療機関が指定療養介護事業所に転換する場合であって、経過
　  　的療養介護サービス費（Ⅰ）又は療養介護サービス費（Ⅱ）を算定している事業所のう
　  　ち、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たしているものです。

　　　１２月６日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）」第二の２の（３）に定義する「

　  ５　ここでいう常勤とは、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

　　　づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準について（平成１８年

　　　常勤」をいいます。

　  ６　人員配置体制加算を算定できる事業所は、平成24年3月31日において現に存する重症

別紙１６－２
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様
式
第
一
号
別
紙
十
七
備
考
２
中
「障

害
者
自
立
支
援
法

」
を
「障

害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生

活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律

」
に
改
め
、
同
様
式
備
考
３
中
「○

児
童
デ
イ
サ

ー

ビ
ス
事
業

所
に
あ
っ
て
は、
加
算

（Ⅰ

）に
お
い
て
は、
指
導
員、
加
算

（Ⅱ

）に
お
い
て
は、
指
導
員
又
は
保

育
士

」
を
削
る
。

　

様
式
第
一
号
別
紙
二
十
一
及
び
様
式
第
一
号
別
紙
二
十
二
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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電 話 番 号

FAX 番 号

1
2

3

4

5

6

7

8

9
10

11

12

13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30

注１　「異動区分」欄については、該当する番号に○を付して下さい。

注２　新設の場合には、「前年度の平均利用者数」欄には推定数を記入して下さい。

注３　「加算算定上の必要人数」欄には、記入しないで下さい。

注４　「通勤者生活支援に係る体制」欄には、通常の事業所に雇用されている者を記入して下さい。

地域移行支援体制強化加算及び通勤者生活支援加算に係る体制
（宿泊型自立訓練事業所）

事 業 所 番 号
事 業 所 の 名 称

異 動 区 分 １　新規　　　　　　　　２　変更　　　　　　　　３　終了

連 絡 先 担当者名

常勤換算後の人数（人）

雇用されている事業所名

地 域 移 行 支 援 員

常　 勤（人）

平成　　年　　月　　日

事 業 所 の 所 在 地

前 年 度 の 平 均 利 用 者 数 （ 人 ）

地
域
移
行
支
援

に
係
る
体
制

従 業 者 の 職 種 ・ 員 数

従 業 者 数
非常勤（人）

加算算定上の必要人数（人）

通
勤
者
生
活
支
援
に
係
る
体
制

前年度の平均利用者数のうち５０％（人）
氏　　名

別紙２１
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平成　　年　　月　　日

電 話 番 号

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

夜間防災・緊急
時支援体制加

算（Ⅱ）

利用者の緊急
事態等に対応
するための連
絡体制・支援体
制の確保の具
体的方法

夜間防災・緊急時支援体制加算届出書（共同生活援助事業所）

事 業 所 名

事 業 所 の 所 在 地

夜間防災・緊急
時支援体制加

算（Ⅰ）

同一の夜間防
災体制等を
確保する共同
生活住居等

利用者数

連絡先 担当者名

異 動 区 分 １　新規　　　　　　　２　変更　　　　　　　３　終了

2
夜間における

防災体制の内容
（契約内容等）

共同生活住居名③

利用者数

1

夜間において防災体制を確保する共同生活住居の利用者数

共同生活住居名①

利用者数

共同生活住居名②

※２　夜間防災・緊急時支援体制加算（Ⅰ）については、同一内容の防災体制を確保している共同生活住居ごとに
　　記入して下さい。

※３　夜間防災・緊急時支援体制加算（Ⅰ）については、例えば、共同生活住居が４カ所ある場合、警備会社Ａに委
　　託している住居が２カ所、警備会社Ｂに委託している住居が２カ所である場合、それぞれ別に記入して下さい。

※４　夜間防災・緊急時支援体制加算（Ⅱ）については、利用者の緊急事態等に対応するための連絡体制・支援体
　　制を確保している事業所ごとに記入して下さい。

※５　夜間防災・緊急時支援体制加算（Ⅱ）については、事業所の人員体制や利用者との連絡体制を含め、具体的
　　に記入して下さい。

※１　「異動区分」欄については、該当する番号に○を付して下さい。

別紙２２
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様
式
第
一
号
別
紙
二
十
二
の
次
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る
。



第３４８６号 増刊①福 岡 県 公 報平成 25 年４月９日　火曜日47

平成　　年　　月　　日

電 話 番 号

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

夜間防災・緊急
時支援体制加

算（Ⅰ）

夜間における防
災体制の内容
（契約内容等）

夜間防災・緊急
時支援体制加

算（Ⅱ）

利用者の緊急事
態等に対応するた
めの連絡体制・支
援体制の確保の
具体的方法

夜間防災・緊急時支援体制加算届出書（宿泊型自立訓練事業所）

事 業 所 名

事 業 所 の 所 在 地

※１　「異動区分」欄については、該当する番号に○を付して下さい。

※２　夜間防災・緊急時支援体制加算（Ⅱ）については、事業所の人員体制や利用者との連絡体制を含め、具体的
　　に記入して下さい。

異 動 区 分 １　新規　　　　　　　２　変更　　　　　　　３　終了

連絡先 担当者名

別紙２２－２
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様
式
第
一
号
別
紙
二
十
五
の
次
に
次
の
六
様
式
を
加
え
る
。
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年齢

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

平成　　年　　月　　日

延長支援加算体制届出書

施設種別

運営規程上の営業時間

氏名 利用時間 備考

施設名

定員

※　運営規程の営業時間を超えて支援を行うものとして、加算を算定する場合に届け出ること。

※　延長支援加算を算定する障害者又は障害児に係る生活介護計画書又は児童発達支援計画書
 　を添付すること。

別紙２６
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事業所・施設の名称

１　異動区分

２　送迎の状況①
　 （全サービス）

1

1

2

1

2 　1には該当しない。

備考　　「異動区分」欄については、該当する番号に○を付してください。

平成　　年　　月　　日

送迎加算に関する届出書

①　新規　　　　　　②　変更　　　　　　③　終了

    ４　送迎の状況③
　    （生活介護のみ）

　送迎を利用する者のうち、障害程度区分５若しくは
障害程度区分６に該当する者又はこれに準ずる者が
100分の60以上である。

　当該事業所において行われる通所サービス等の利
用につき、利用者の送迎を行っている。

３　送迎の状況②
　（短期入所以外）

　１回の送迎につき、平均１０人以上（ただし、利用定
員が20人未満の事業所にあっては、１回の送迎につ
き、平均的に定員の100分の50以上）が利用し、かつ、
週３回以上の送迎を実施している。

　１に該当しないが、障害者自立支援対策臨時特例
基金における「通所サービス等利用促進事業」におい
て都道府県知事が必要と認めていた基準により実施
している。

別紙２７
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事業所・施設の名称

　１　異動区分

％＝　　率働稼の月カ３前①制体の所入期短急緊　２　

※

② 緊急利用枠の確保

備考　　「異動区分」欄については、該当する番号に○を付してください。

　　　

１日当たりの利用定員×３月間の営業日数

利用定員の100分の5に相当する空床
（緊急利用枠）を確保している。

有・無

平成　　年　　月　　日

緊急短期入所体制確保加算に関する届出書

①　新規　　　　　　　　　　　　②　変更　　　　　　　　　　　　　③　終了

３月間における利用延人員

別紙２８
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電 話 番 号

FAX 番 号

1

2

3

4
5
6
7

8

9

10

11

12

13

14
15

16

17

18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30

注１　「異動区分」欄については、該当する番号に○を付して下さい。

注２　新設の場合には、「前年度の平均利用者数」欄には推定数を記入して下さい。

注３　「通勤者生活支援に係る体制」欄には、通常の事業所に雇用されている者を記入して下さい。

事 業 所 の 名 称
事 業 所 の 所 在 地

平成　　年　　月　　日

通勤者生活支援加算に係る体制（共同生活介護事業所、共同生活援助事業所）

事 業 所 番 号

異 動 区 分 １　新規　　　　　　　　２　変更　　　　　　　　３　終了

連 絡 先 担当者名

前 年 度 の 平 均 利 用 者 数 （ 人 ）

通
勤
者
生
活
支
援
に
係
る
体
制

前年度の平均利用者数のうち５０％（人）

氏　　名 雇用されている事業所名

別紙２９
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電 話 番 号

FAX 番 号

保健師 常勤換算 人

看護師 常勤換算 人

准看護師 常勤換算 人

注１　「異動区分」欄については、該当する番号に○を付して下さい。

注２　看護職員の資格を証する書類の写しを添付して下さい。

事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

平成　　年　　月　　日

看護職員配置加算に係る届出書

事 業 所 番 号

看護職員の配置状況

異 動 区 分 １　新規　　　　　　　　２　変更　　　　　　　　３　終了

連 絡 先 担当者名

別紙３０
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平成　　年　　月　　日

（ Ａ ）

（ Ｂ ）

（ Ｃ ）

職場実習等 求職活動等

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

注１．　本表は前年度に施設外支援を実施した利用者を記載してください。

注２．　移行準備支援体制加算（Ⅰ）を算定する場合に作成し、都道府県知事に届け出ること。

施設外支援実施率　（　（Ｂ）／（Ａ）　）

氏　　名

施設外支援実施状況　（移行準備支援体制加算（Ⅰ）に係る届出書）

当該施設の前年度の利用定員

うち施設外支援実施利用者

別紙３１
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様
式
第
二
号
中
「障

害
者
自
立
支
援
法

」
を
「障

害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支

援
す
る
た
め
の
法
律

」
に
改
め
る
。

　

様
式
第
六
号
中

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

を

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

に
改
め
、

　　

「障
害
者
自
立
支
援
法

」
を
「障

害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の

法
律

」
に
改
め
る
。

　

様
式
第
七
号
の
次
に
次
の
二
様
式
を
加
え
る
。

□
障
害
福
祉
サ

ー

ビ
ス
事
業

　

（サ

ー

ビ
ス
の
種
類　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

）

□
相
談
支
援
事
業

□
移
動
支
援
事
業

□
地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ

ー

経
営
す
る
事
業

□
福
祉
ホ

ー

ム
を
経
営
す
る
事
業

□
障
害
福
祉
サ

ー

ビ
ス
事
業

　

（サ

ー

ビ
ス
の
種
類　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

）

□
一
般
相
談
支
援
事
業

（□
地
域
移
行
支
援　

□
地
域
定
着
支
援

）

□
移
動
支
援
事
業

□
地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ

ー

経
営
す
る
事
業

□
福
祉
ホ

ー

ム
を
経
営
す
る
事
業
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受付番号  

 
業務管理体制に係る届出書 

 
平成 年 月 日 

福岡県知事 殿 
事業者 名   称          
    代表者氏名        印 

 
このことについて、下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。 

  事業者（法人）番号      
１ 届出の内容 
 （１）法第 51 条の 2 第 2 項、第 51 条の 31 第 2 項関係（整備） 
 （２）法第 51 条の 2 第 4 項、第 51 条の 31 第 4 項関係（区分の変更） 

 

フ リ ガ ナ  
名称又は氏名  
住   所 

（主たる事務所 
の所在地） 

（郵便番号  －     ） 
    都道        郡 市 
    府県        区 
（ビルの名称等） 

連  絡  先 電話番号  ＦＡＸ番号  
法 人 の 種 別   
代表者の職名・氏

名・生年月日 
 フリガナ  生年 

月日 年 月 日 
氏 名  

代表者の住所  

（郵便番号  －     ） 
    都道        郡 市 
    府県        区 
（ビルの名称等） 

３ 事業所名称等  
  及 び 所 在 地  

事業所名称 指 定 年 月 日 事 業 所 番 号 所 在 地 

計  ヵ所 
   

４ 障害者の日常生活

及び社会生活を総合

的に支援するための

法律上の該当する条

文（事業者の区分） 

（１）法第 51 条の 2 
（指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設等の設置者）

（２）法第 51 条の 31（指定相談支援事業者） 

５ 障害者の日常生活

及び社会生活を総合

的に支援するための

法律施行規則第34条
の 28 及び第 34 条の

62 第 1 項第 2 号から

第 4 号に基づく届出

事項 

第２号 法令遵守責任者の氏名（ﾌﾘｶﾞﾅ） 生年月日 
  

第３号 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 

第４号 業務執行の状況の監査の方法の概要 

 

区分変更前行政機関名称、担当部（局）課  
事業者（法人）番号       
区分変更の理由  
区分変更後行政機関名称、担当部（局）課  
区 分 変 更 日     年   月   日 

 

様式第７号の２（第７条の２関係） 
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受付番号  

 
業務管理体制に係る届出事項変更届出書 

 
平成 年 月 日 

福岡県知事 殿 
事業者 名   称          
    代表者氏名        印 

 
 

このことについて、下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。 
 
 事業者（法人）番号                  

変 更 が あ っ た 事 項 

１ 法人の種別、名称（ﾌﾘｶﾞﾅ）     
２ 主たる事務所の所在地、電話、FAX 番号 
３ 代表者氏名（ﾌﾘｶﾞﾅ）、生年月日    
４ 代表者の住所、職名 
５ 事業所名称等及び所在地 
６ 法令遵守責任者の氏名（ﾌﾘｶﾞﾅ）及び生年月日 
７ 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 
８ 業務執行の状況の監査の方法の概要 
 

変 更 の 内 容 

（変更前） 

（変更後） 

 

様式第７号の３（第７条の２関係） 
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様
式
第
八
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

様
式
第
８
号

　

削
除

　

様
式
第
九
号
中
「福

岡
県
知
事

」
を
「福

岡
県
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ

ー所
長

」
に
改
め
る
。

　

様
式
第
十
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

様
式
第

10号　
削
除

　

様
式
第
十
二
号
中
「障

害
者
自
立
支
援
法

」
を
「障

害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に

支
援
す
る
た
め
の
法
律

」
に
改
め
る
。

　

様
式
第
十
三
号
か
ら
様
式
第
十
五
号
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

様
式
第

13号
か
ら
様
式
第

15号
ま
で　
削
除

　

様
式
第
十
六
号
中

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

を

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

に
、

　

「障
害
者
自
立
支
援
法

」
を
「障

害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の

法
律

」
に
、
「福

岡
県
知
事
を

」
を
「福

岡
県
を

」
に
改
め
る
。

　

様
式
第
十
八
号
中
「障

害
者
自
立
支
援
法

」
を
「障

害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に

支
援
す
る
た
め
の
法
律

」
に
、
「福

岡
県
知
事
を

」
を
「福

岡
県
を

」
に
改
め
る
。

　

様
式
第
十
九
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

様
式
第

19号　
削
除

　

様
式
第
二
十
一
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　
　
　
上
記
の
と
お
り
認
定
す
る

。福
岡
県
知
事

印

　
　
　
　
　
年　
　
　
月　
　
　
日

　
　
　
上
記
の
と
お
り
認
定
す
る

。福
岡
県
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ

ー

所
長

印

　
　
　
　
　
年　
　
　
月　
　
　
日
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様式第２１号（第１２条関係） 

指定自立支援医療機関(育成医療・更生医療)〔指定(変更)・指定更新〕申請書 

(病院又は診療所) 

保険医療機関 

名 称 

  

所 在 地 

(〒   ―    ) 

 

(電話番号          )

開 設 者 

住 所 

(〒   ―    ) 

氏名又は名称 

  

標 榜 し て い る 診 療 科 目 
  

担当しようとする医療の種類 
  

主として担当する医師又は

歯科医師の氏名 

  

主として担当する医師又は

歯科医師の経歴 

 

(別紙1) 

 

 

自立支援医療を行う

ために必要な体制

及び設備の概要 

 

(別紙2) 

 
更新の場合 変更の有無

 

有 ・ 無 

自立支援医療を行うための入院設備の定員 人

変 更 申 請 理 由 
  

 上記のとおり、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成17年法律第

123号)〔第59条第1項の規定による・第60条第１項の規定に基づき〕指定自立支援医療機関（育成

医療・更生医療）として〔指定(変更)・指定を更新〕されたく申請する。 

 

      年  月  日 

 

        開 設 者 

                    住    所 

                                              氏名又は名称               印 

 

 福岡県知事 殿 

※１ 育成医療又は更生医療いずれか単独での指定（変更又は指定更新）を希望する場合は、様式

中の「(育成医療・更生医療)」のうち、指定（変更又は指定更新）を希望しない医療部分を二

重線で消去すること。 

※２ 指定更新申請の場合は、別紙１～９の提出は不要であること。 

ただし、「自立支援医療を行うために必要な体制及び設備の概要」において、直近の指定の申請 

（変更届出を含む）から変更があった場合は、別紙２を添付する。
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(記載要領) 

1 「保険医療機関」の名称は正式名称を記載すること。 

2 「担当しようとする医療の種類」は次のうち希望するものを記載すること。 

(1) 眼科に関する医療 

(2) 耳鼻咽喉科に関する医療 

(3) 口腔に関する医療 

(4) 整形外科に関する医療 

(5) 形成外科に関する医療 

(6) 中枢神経に関する医療 

(7) 脳神経外科に関する医療 

(8) 心臓脈管外科に関する医療 

(9) 心臓移植に関する医療 

(10) 腎臓に関する医療 

(11) 腎移植に関する医療 

(12) 小腸に関する医療 

(13) 肝臓移植に関する医療 

(14) 歯科矯正に関する医療 

(15) 免疫に関する医療 

 

3 「主として担当する医師又は歯科医師の経歴」は、医療の種類ごとに記載すること。 

4 「自立支援医療を行うための入院設備の定員」は、医療の種類ごとに記載すること。 

5 別紙1の「学位」は、専門科目に関する学位の有無を記載すること。 

6 別紙1の「関係学会加入状況」は、加入している学会名及び学会における必要な記録を記

載すること。 

7 別紙1の「任免事項」は、次の点に留意し、記載すること。 

 (1) 医師免許取得時期を明記し、医師免許証の写しを添付すること。 

 (2) 病院研究機関等医師又は歯科医師が勤務し又は研究等のために利用した施設につい

ては、関係した専門科目名まで必ず記載すること。 

   (例えば、○○医科大学眼科学教室又は○○病院眼科のように記載し、○○医科大学、

○○病院のように省略しないこと。) 

 (3) 勤務先における身分(例えば、医長、医員、講師、助手等)を明確に記載すること。 

 (4) 非常勤職員については、1か月又は1週間当たりの勤務日数及び延時間数を明確に記

載すること。 

 (5) 2以上の施設に兼務する等の場合は、それぞれの施設における勤務条件又は利用状況

等を具体的に記載すること。 

   (例えば、○○医科大学整形外科週4日(延○時間勤務)、○○病院週2日(延○時間勤務)

等) 

 (6) 大学院については、専門コースを明確に記載すること。(例えば、○○医科大学大学

院医学研究科整形外科学教室等) 

8 別紙1には、指導者氏名、研究テーマ、研究の内容別(講義の受講、臨床的研究、理論的

研究、実習等)期間、従事日数(1か月又は1週間当たり)、その他研究態様を明らかにする

ための主任教授等による証明書(別紙3)を添付すること。 

9 腎臓に関する医療及び小腸に関する医療を担当しようとする場合は、それぞれ別紙4及び

別紙5による臨床実績等に関する証明書を添付すること。 

10 別紙2の自立支援医療を行うために必要な体制及び設備には、それぞれの医療で特に必

要とされるものを主に記載すること。 

11 心臓移植に関する医療のうち心臓移植術後の抗免疫療法を担当しようとする場合は、別

紙6又は別紙7による臨床実績等に関する証明書を添付すること。 

12 肝臓移植に関する医療のうち肝臓移植後の抗免疫療法を担当しようとする場合は、別紙

8又は別紙9による臨床実績等に関する証明書を添付すること。 
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様
式
第
二
十
二
号
中
「指

定
自
立
支
援
医
療
機
関

（精
神
通
院
医
療

）指
定
申
申
請
書

」
を
「指

定

自
立
支
援
医
療
機
関

（精
神
通
院
医
療

）
〔指

定
・
指
定
更
新

〕申
請
書

」
に
、
「障

害
者
自
立
支
援

法
」
を
「障

害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律

」
に
、
「第

59条

第
１
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
自
立
支
援
医
療
機
関

（精
神
通
院
医
療

）と
し
て
指
定

」
を
「
〔第

59条

第
１
項
の
規
定
に
よ
る
・
第

60条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き

〕指
定
自
立
支
援
医
療
機
関

（精
神
通
院

医
療

）と
し
て

〔指
定
・
指
定
を
更
新

〕
」
に
改
め
る
。

　

様
式
第
二
十
三
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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様式第２３号（第１２条関係） 

 

指定自立支援医療機関(育成医療・更生医療)〔指定(変更)・指定更新〕申請書 

(薬局) 

保 険 薬 局 

名 称   

所 在 地 

(〒   ―   ) 

 

(電話番号          )

開 設 者 

住 所 

(〒   ―   ) 

氏 名 又 は 名 称   

薬 剤 師 の 氏 名   略 歴 (別紙1) 

調剤のために必要な設備及び施設の概要 

 

(別紙2) 

 

更新の場合 変更の有無   

 

 有  ・  無 

 

変 更 申 請 理 由   

 上記のとおり、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成17

年法律第123号)〔第59条第1項の規定による・第60条第１項の規定に基づき〕指定自立支

援医療機関(育成医療・更生医療)として〔指定( 変更)・指定を更新〕されたく申請する。

 

      年  月  日 

 

 

                   開  設  者 

                   住    所 

                                      氏名又は名称                印 

 

 福岡県知事 殿 

※1 育成医療又は更生医療いずれか単独での指定（変更又は指定更新）を希望する場合は、

様式中の「(育成医療・更生医療)」のうち、指定（変更又は指定更新）を希望しない

医療部分を二重線で消去すること。 

※2 変更申請の場合は、理由を明確に記載の上、変更事項のみ記載すること。 

※3 指定更新申請の場合は、別紙１及び別紙２の提出は不要であること。 

ただし、「調剤のために必要な設備及び施設の変更の有無」において、直近の指定の

申請（変更届出含む）から変更があった場合は、別紙２を添付すること。 
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様
式
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定
自
立
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療
機
関

（精
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医
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）指
定
申
申
請
書

」
を
「指

定

自
立
支
援
医
療
機
関

（精
神
通
院
医
療

）
〔指

定
・
指
定
更
新

〕申
請
書

」
に
、
「障

害
者
自
立
支
援

法
」
を
「障

害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律

」
に
、
「第

59条

第
１
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
自
立
支
援
医
療
機
関

（精
神
通
院
医
療

）と
し
て
指
定

」
を
「
〔第

59条

第
１
項
の
規
定
に
よ
る
・
第

60条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き

〕指
定
自
立
支
援
医
療
機
関

（精
神
通
院

医
療

）と
し
て

〔指
定
・
指
定
を
更
新

〕
」
に
改
め
る
。

　

様
式
第
二
十
五
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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様式第２５号（第１２条関係） 

 

指定自立支援医療機関（育成医療・更生医療）〔指定(変更)・指定更新〕申請書 

  （指定訪問看護事業者等）   

        

 

指定居宅サービス事業者 

・指 定 訪 問 看 護 事 業 者 

名 称   

 
主たる事業所の所在地

〒 

 

 

訪問看護ステーション等 

名 称   

 所 在 地 

〒 

 職 員 の 定 数 

 

（別紙） 

 

更新の場合 変更の有無   有  ・  無 

 

 変更理由 

  

 

  

 

上記のとおり、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２

３号）〔第５９条第１項の規定による・第６０条第１項の規定に基づき〕指定自立支援医療機関（育成医療・更

生医療）として〔指定(変更)・指定を更新〕されたく申請する。 

         

        年   月   日     

         

         

    指定居宅サービス事業者    

    指定訪問看護事業者    

     所在地    

     名称   印 

         

 福岡県知事殿      

         

               

 

※１  育成医療又は更生医療いずれか単独での指定（変更又は指定更新）を希望する場合は、様式中

の「（育成医療・更生医療）」のうち、指定（変更又は指定更新）を希望しない医療部分を二重線で消

去すること。 

※２  変更申請の場合は、変更等理由を明確に記載の上、変更事項のみ記載すること。 

※３  指定更新申請の場合は、別紙の提出は不要であること。 

    ただし、「職員の定員の変更の有無」において、直近の指定の申請（変更届出含む）から変更が 

あった場合は、別紙を添付すること。 
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様式第27号(第13条関係) 

 

指定自立支援医療機関(育成医療・更生医療)変更届出書 

(病院又は診療所) 

 

保険医療機関 名称   

所在地 (〒  ―  ) 

(電話番号            )

開設者 住所 (〒  ―  ) 

氏名又は名称   

標榜している診療科目   

担当しようとする医療の種類   

主として担当する医師又は歯

科医師の氏名 

  

主として担当する医師又は 

歯科医師の経歴 

(別紙1) 自立支援医

療を行うた

めに必要な

体制及び設

備の概要 

(別紙2) 

自立支援医療を行うための入院設備の定員 人

変更届出理由   

 上記のとおり、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成17

年法律第123号)第64条の規定に基づき変更の届出を行うべき事項に変更が生じたため届

出を行う。 

     年   月   日 

開設者               

住所               

氏名又は名称             印 

  福岡県知事 殿 

※直近の指定の申請（変更申請及び変更届出含む）時点から変更が生じていない事項につい

ては、当該事項に係る添付書類を省略することができる。 
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 (記載要領) 

1 「保険医療機関」の名称は正式名称を記載すること。 

2 「担当しようとする医療の種類」は次のうち希望するものを記載すること。 

(1) 眼科に関する医療 

(2) 耳鼻咽喉科に関する医療 

(3) 口腔に関する医療 

(4) 整形外科に関する医療 

(5) 形成外科に関する医療 

(6) 中枢神経に関する医療 

(7) 脳神経外科に関する医療 

(8) 心臓脈管外科に関する医療 

(9) 心臓移植に関する医療 

(10) 腎臓に関する医療 

(11) 腎移植に関する医療 

(12) 小腸に関する医療 

(13) 肝臓移植に関する医療 

(14) 歯科矯正に関する医療 

(15) 免疫に関する医療 

 

3 「主として担当する医師又は歯科医師の経歴」は、医療の種類ごとに記載すること。 

4 「自立支援医療を行うための入院設備の定員」は、医療の種類ごとに記載すること。 

5 別紙1の「学位」は、専門科目に関する学位の有無を記載すること。 

6 別紙1の「関係学会加入状況」は、加入している学会名及び学会における必要な記録を記

載すること。 

7 別紙1の「任免事項」は、次の点に留意し、記載すること。 

 (1) 医師免許取得時期を明記し、医師免許証の写しを添付すること。 

 (2) 病院研究機関等医師又は歯科医師が勤務し又は研究等のために利用した施設につい

ては、関係した専門科目名まで必ず記載すること。 

   (例えば、○○医科大学眼科学教室又は○○病院眼科のように記載し、○○医科大学、

○○病院のように省略しないこと。) 

 (3) 勤務先における身分(例えば、医長、医員、講師、助手等)を明確に記載すること。 

 (4) 非常勤職員については、1か月又は1週間当たりの勤務日数及び延時間数を明確に記

載すること。 

 (5) 2以上の施設に兼務する等の場合は、それぞれの施設における勤務条件又は利用状況

等を具体的に記載すること。 

   (例えば、○○医科大学整形外科週4日(延○時間勤務)、○○病院週2日(延○時間勤務)

等) 

 (6) 大学院については、専門コースを明確に記載すること。(例えば、○○医科大学大学

院医学研究科整形外科学教室等) 

8 別紙1には、指導者氏名、研究テーマ、研究の内容別(講義の受講、臨床的研究、理論的

研究、実習等)期間、従事日数(1か月又は1週間当たり)、その他研究態様を明らかにする

ための主任教授等による証明書(別紙3)を添付すること。 

9 腎臓に関する医療及び小腸に関する医療を担当しようとする場合は、それぞれ別紙4及び

別紙5による臨床実績等に関する証明書を添付すること。 

10 別紙2の自立支援医療を行うために必要な体制及び設備には、それぞれの医療で特に必

要とされるものを主に記載すること。 

11 心臓移植に関する医療のうち心臓移植術後の抗免疫療法を担当しようとする場合は、別

紙6又は別紙7による臨床実績等に関する証明書を添付すること。 

12 肝臓移植に関する医療のうち肝臓移植後の抗免疫療法を担当しようとする場合は、別紙

8又は別紙9による臨床実績等に関する証明書を添付すること。 

 



第３４８６号 増刊①福 岡 県 公 報平成 25 年４月９日　火曜日 68

様式第２８号（第１３条関係） 
指定自立支援医療機関（精神通院医療）指定変更届出書 

（ 病院又は診療所 ） 

保険医療機関 

医療機関コード  

名 称  

所 在 地 及 び

電 話 番 号 、

ファックス番号

(〒   －    ) 
 
 
 

ＴＥＬ： 
ＦＡＸ： 

開 設 者 

住 所

(〒   －    ) 

氏名又は名称  

標 榜 し て い る 診 療 科 目  

主として担当する医師氏名  略歴 （別紙）

変 更 年 月 日  

変 更 理 由  

団 体 へ の 加 盟 状 況 加盟 ・ 未加盟 

 上記のとおり、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号）第６４条の規定に基づき変更の届出を行うべき事項に変更が生

じたため届出を行う。 
 
     年   月   日 
 

開   設   者 
住    所 
氏名又は名称                印

 
  福岡県知事 殿 
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（記載要領）病院・診療所 
 １ 「医療機関コード」は、診療報酬請求（レセプト）に記載するコードを記載する

こと。 
 ２ 「保険医療機関」の名称は、正式名称を記載すること。 
 ３ 保険医療機関の電話番号、ファックス番号がない場合は、「なし」と記載するこ

と。 
 ４ 「標榜している診療科目」で、診療科目が多数ある医療機関については、精神通

院医療に主に関係する診療科目のみで差し支えないこととする。 
 ５ 医師の経歴書の任免事項は、次の点に留意し、記載すること。（主として担当す

る医師が複数ある場合には、常勤を優先とし、そのうちいずれか１名について記載） 
(１) 医師免許取得時期を明記し、医師免許証の写しを添付すること。また、精神

保健指定医である場合には、指定医証の写しを添付すること。 
(２) 病院、診療所等医師が勤務した施設については、関係した専門科目名まで必

ず記載すること。 
（例えば、○○医科大学精神科教室または○○病院精神科のように記載し、○

○医科大学、○○病院のように省略しないこと。） 
(３) 勤務先における身分（例えば、医長、医員、講師、助手等）を明確に記載す

ること。 
(４) 非常勤職員については、申請時点における直近１か月または１週間あたりの

勤務日数及び延時間数を明確に記載すること。 
(５) ２以上の施設に兼務する等の場合にあっては、申請の対象となる施設におけ

る勤務条件または利用状況等を具体的に記載すること。 
（例えば、○○医科大学精神科週４日（延○時間勤務）等） 

(６) 精神科及び神経科以外の診療科に勤務している場合にあっては、精神疾患の

３年以上の診療実績を明確に記載すること。 
例えば、Ｈ○○年 てんかん症例 月○人 統合失調症症例 月○人 
   Ｈ○○年 てんかん症例 月○人 躁うつ病症例  月○人 
   Ｈ○○年 てんかん症例 月○人 認知症症例   月○人 

６ 変更理由には、保険医療機関の名称変更、開設者の氏名又は名称変更、主として

担当する医師の変更等理由を明確に記載することの上、医療機関コード及び変更事

項を記載すること。 
  ただし、開設者が変わる場合（例：親から子への相続による変更、個人から法人

への変更等）は、変更ではなく新規申請を行うこと。 
７ 「団体への加盟状況」については、福岡県医師会、福岡県精神科病院協会、福岡

県精神神経科診療所協会のいずれかへの加盟状況に○を付けること。 
  この記載は、団体を通じて通知等を行う際に、加盟されていない医療機関につい

ては個別通知を行うために必要となるものである。 
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様式第29号(第13条関係) 

 

指定自立支援医療機関(育成医療・更生医療)変更届出書 

(薬局) 

保険薬局 名称   

所在地 (〒  ―  ) 

(電話番号          )

開設者 住所 (〒  ―  ) 

氏名又は名称   

薬剤師の氏名   略歴 (別紙1) 

調剤のために必要な設備及び施設の概要 (別紙2) 

変更届出理由   

 上記のとおり、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成17

年法律第123号) 第64条の規定に基づき変更の届出を行うべき事項に変更が生じたため届

出を行う。 

 

     年  月  日 

 

  

 

開設者         

住所            

氏名又は名称          印

 

  

 福岡県知事 殿 

 

※保険薬局の名称変更、薬剤師の変更等理由を明確に記載の上、変更事項のみ記載すること。 

※直近の指定の申請（変更届出含む。）時点から変更が生じていない事項については、当該

事項に係る添付書類を省略することができる。 
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様
式
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の
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び
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会
生
活
を
総
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的
に

支
援
す
る
た
め
の
法
律

」
に
、
「第
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第
１
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
自
立
支
援
医
療
機
関

（精
神
通

院
医
療

）と
し
て
変
更
さ
れ
た
く
届
出
す
る

。

」
を
「第
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の
規
定
に
基
づ
き
変
更
の
届
出
を
行
う

べ
き
事
項
に
変
更
が
生
じ
た
た
め
届
出
を
行
う

。

」
に
改
め
る
。

　

様
式
第
三
十
一
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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様式第31号(第13条関係) 

指定自立支援医療機関(育成医療・更生医療)指定変更届出書 

(指定訪問看護事業者等) 

指定居宅サービ

ス事業者・指定

訪問看護事業者 

名称   

主たる事務所の所在地 (〒  ―   ) 

訪問看護ステー

ション等 

名称   

所在地 (〒  ―   ) 

 

 (電話番号       )

職員の定数 (別紙) 

変更届出理由   

 上記のとおり、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成17

年法律第123号) 第64条の規定に基づき変更の届出を行うべき事項に変更が生じたため届

出を行う。 

      年  月  日 

 

                   指定居宅サービス事業者            

   指定訪問看護事業者   

所在地           

名称                            印 

 

 福岡県知事 殿 

※ 変更の場合は、訪問看護ステーション等の名称変更、同所在地の変更等理由を明確に記

載の上、変更事項のみ記載すること。 

※  直近の指定の申請（変更届出含む。）時点から変更が生じていない事項については、

当該事項に係る添付書類を省略することができる。 

(添付書類)健康保険法による指定訪問看護事業者又は介護保険法による指定居宅サービス

事業者(訪問看護を行う者に限る。)指定通知書の写し 
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様
式
第
三
十
一
号
別
紙
中
「第

７
条
第
８
項

」
を
「第

８
条
第
４
項

」
に
改
め
る
。

　

様
式
第
三
十
二
号
中
「障

害
者
自
立
支
援
法

」
を
「障

害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的

に
支
援
す
る
た
め
の
法
律

」
に
、
「第

59条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
自
立
支
援
医
療
機
関

（精
神

通
院
医
療

）と
し
て
変
更
さ
れ
た
く
届
出
す
る

。

」
を
「第

64条
の
規
定
に
基
づ
き
変
更
の
届
出
を
行

う
べ
き
事
項
に
変
更
が
生
じ
た
た
め
届
出
を
行
う

。

」
に
改
め
る
。

　

様
式
第
三
十
二
号
別
紙
中
「第

７
条
第
８
項

」
を
「第

８
条
第
４
項

」
に
改
め
る
。

　

様
式
第
三
十
三
号
及
び
様
式
第
三
十
四
号
中
「障

害
者
自
立
支
援
法

」
を
「障

害
者
の
日
常
生
活
及

び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律

」
に
改
め
る
。

　

様
式
第
四
十
一
号
及
び
様
式
第
四
十
二
号
を
削
る
。

　
　
　
附
　
則

　

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

　

福
岡
県
公
告
式
条
例
（
昭
和
二
十
五
年
福
岡
県
条
例
第
四
十
六
号
）
第
三
条
に
お
い
て
準
用
す
る
同

条
例
第
二
条
第
二
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
掲
示
し
た
も
の
を
、
こ
こ
に
再
掲
す
る
。

　

福
岡
県
障
害
者
介
護
給
付
費
等
不
服
審
査
会
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
制
定
し
、

こ
こ
に
公
布
す
る
。

　
　

平
成
二
十
五
年
三
月
二
十
九
日

福
岡
県
知
事　
　

小　

川　
　

洋　
　

福
岡
県
規
則
第
十
六
号

　
　
　

福
岡
県
障
害
者
介
護
給
付
費
等
不
服
審
査
会
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

　

福
岡
県
障
害
者
介
護
給
付
費
等
不
服
審
査
会
条
例
施
行
規
則
（
平
成
十
八
年
福
岡
県
規
則
第
五
十
四

号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　

第
二
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　

（
会
長
）

第
二
条　

障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
（
平
成
十
七
年
法

律
第
百
二
十
三
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
百
条
第
一
項
（
児
童
福
祉
法
（
昭
和
二
十
二
年
法

律
第
百
六
十
四
号
）
第
五
十
六
条
の
五
の
五
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定

す
る
会
長
は
、
会
務
を
総
理
し
、
不
服
審
査
会
を
代
表
す
る
。

　

第
三
条
の
見
出
し
を
「
（
会
議
の
議
長
等
）
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
及
び
第
三
項
を
削
る
。

　

第
四
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　

（
合
議
体
の
議
長
等
）

第
四
条　

障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
施
行
令
（
平
成
十

八
年
政
令
第
十
号
）
第
四
十
八
条
第
一
項
及
び
児
童
福
祉
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
三
年
政
令
第
七
十

四
号
）
第
四
十
四
条
の
六
第
一
項
に
規
定
す
る
合
議
体
は
、
会
長
が
招
集
し
、
議
長
は
、
当
該
合
議

体
を
構
成
す
る
委
員
の
う
ち
か
ら
互
選
す
る
。

　
　
　
附
　
則

　

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

　

福
岡
県
公
告
式
条
例
（
昭
和
二
十
五
年
福
岡
県
条
例
第
四
十
六
号
）
第
四
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用

す
る
同
条
例
第
二
条
第
二
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
掲
示
し
た
も
の
を
、
こ
こ
に
再
掲
す
る
。

　
福
岡
県
訓
令
第
五
号

本　
　

庁　
　

出
先
機
関　
　

　

福
岡
県
職
員
の
駐
在
に
関
す
る
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

　
　

平
成
二
十
五
年
三
月
二
十
九
日

福
岡
県
知
事　
　

小　

川　
　

洋　
　

　
　
　

福
岡
県
職
員
の
駐
在
に
関
す
る
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令

　

福
岡
県
職
員
の
駐
在
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
三
十
一
年
二
月
福
岡
県
訓
令
第
十
二
号
）
の
一
部
を
次

の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　

別
表
中
県
税
事
務
関
係
の
項
を
削
り
、
青
少
年
対
策
事
務
関
係
の
項
中

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

を

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

に
改
め
る
。

築
上
郡
上
毛
町

築
上
郡
上
毛
町

築
上
郡
上
毛
町

築
上
郡
上
毛
町

築
上
郡
築
上
町

築
上
郡
築
上
町
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附
　
則

　

こ
の
訓
令
は
、
平
成
二
十
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。


